
Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績
①企業誘致
活動の推進

○今後も安定した雇用の創出、正
規雇用の増加、及び地域外への人
口流出の抑制につながる企業誘致
を着実に実現することが求められ
ています。

⇒引き続き、鳥取県及び鳥取県西
部地域振興協議会との連携、米子
市関西事務所の活動、あるいは、
米子市ふるさと経済活性化委員の
活用により、企業誘致活動を推進
します。

■誘致企業数《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、３９社（平成元年
度～平成２６年度累計：
２９社）

鳥取県及び鳥取県西部地域振
興協議会、米子市関西事務所
等と連携しながら、企業誘致活
動を行った。

２９社
※平成２８年度：
実績なし

Ｃ 現在誘致活動中の案件に
ついては継続した取組を行
い、並行して新規案件の開
拓に努めることとしている。

鳥取県及び鳥取県西部地域振
興協議会、米子市関西事務所
等と連携しながら、企業誘致活
動を行った。

２９社
※平成２７年度：
実績なし

経済戦
略課

②誘致企業
への支援
（企業立地
促進補助金
の加算）

○今後も安定した雇用の創出、正
規雇用の増加、及び地域外への人
口流出の抑制につながる企業誘致
を着実に実現することが求められ
ており、さらに企業誘致を推進する
ためには、自治体間競争に打ち勝
つ誘致企業への支援策の充実が
必要です。

⇒企業からみて他自治体よりも魅
力的な支援制度とするため、従来
の企業立地促進補助金に加えて、
新たな補助制度を創設します。

■誘致企業数《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、３９社（平成元年
度～平成２６年度累計：
２９社）

－ ２９社
※平成２８年度：
実績なし

Ｃ （参考）
平成２７年度に創設した「よ
う来てごしなった！加算型
誘致企業支援事業補助金
制度」は、創設年度の交付
実績を踏まえ、その後の予
算化を見送っている。なお、
今後も既存の補助制度等
により、企業誘致の推進に
努めることとしている。

新たな補助制度として「よう来て
ごしなった！加算型誘致企業支
援事業補助金制度」を創設し、
５，０００万円を上限に補助金を
加算することとしたが、結果とし
て平成２７年度における交付実
績はなかった。

２９社
※平成２７年度：
実績なし

経済戦
略課

③新たな工
業用地の確
保に向けた
取組

○本市における空き工業用地の現
状は、ほとんどない状況であり、企
業から進出の意向があれば、オー
ダーメイドで整備し提供する方針を
取っていますが、昨今の企業側の
進出候補地の選定状況を見ると、
当該候補地が、その選定から施設
建設までを短期間で完了できる場
所であるかどうかが企業の重要な
判断ポイントとなっており、今後、企
業誘致における地域間競争に勝ち
抜くためには、企業に選ばれる工
業用地をあらかじめ確保しておく必
要性が高まっています。

⇒新たな工業用地の確保に向けた
取組として、市内の適地に一定面
積の工業用地を造成することにつ
いて検討し、その結果に基づき、工
業用地造成の事業化を目指しま
す。

■工業用地の造成数
⇒５年後（平成３１年度）
までに、最低１箇所

－ ０箇所 Ｘ （参考）
庁内検討会で選定された候
補地について、不動産鑑定
評価を行い、各土地所有者
との交渉を行った。平成２９
年度は事業化し、測量設
計、各種許認可の取得、土
地の売買契約までを行うこ
ととしている。

- ０箇所 経済戦
略課

④地元企業
の工場等の
新増設・新
規雇用への
支援

○工業の振興に当たっては、工場
又は事業所の新設・増設を行う設
備投資や新規雇用への支援を行
い、地元企業の事業規模拡大の促
進を図る必要があります。近年は、
緩やかな景気回復を受け、受注増
加の動きがあることから、今後も設
備投資や新規雇用が見込まれま
す。

⇒引き続き、地元企業の工場又は
事業所の新設・増設を行う設備投
資や新規雇用への支援を行いま
す。

■工場等の新増設支援
の件数《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、３３件（平成１１
年度～平成２６年度累
計：１７件）

鳥取県、（公財）鳥取県産業振
興機構と情報を共有し、地元企
業の工場の増設を行う設備投
資や新規雇用への支援を行っ
た。
また、受注増加を狙い、ビジネ
スマッチング商談会を開催し、
地元企業にエントリーしてもら
い、販路拡大を支援した。

２１件
※平成２８年度：
２件

Ｃ 引き続き、鳥取県、（公財）
鳥取県産業振興機構と連
携し、地元企業の支援を行
うこととしている。
また、受注増加による事業
規模の拡大を目指し、ビジ
ネスマッチング商談会を開
催し、販路拡大等の支援を
積極的に行うこととしてい
る。

鳥取県、（公財）鳥取県産業振
興機構と情報を共有し、地元企
業の工場の増設を行う設備投
資や新規雇用への支援を行っ
た。
また、受注増加を狙い、ビジネ
スマッチング商談会を開催し、
地元企業にエントリーしてもら
い、販路拡大を支援した。

１９件
※平成２７年度：
２件

商工課

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

米子がいな創生総合戦略　平成２８年度の施策の取組状況（取組内容・重要業績評価指標ＫＰＩの実績）

平成２８年度

Ⅰ-１

企業誘致
の推進と
地元企業
への支援

資料３ 
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

①中小企業
の振興に資
する制度融
資の実施

○本市の民間事業所の大部分を
占める中小企業は、経営基盤が脆
弱であり、その安定的な経営を維
持し、業務の効率化の促進や事業
の拡大を図るための開業資金、運
転資金、設備資金などに向けた融
資を必要としていることから、中小
企業の振興に資する各種の制度
融資を実施しています。

⇒引き続き、中小企業の振興に資
する制度融資を実施します。

■制度融資利用件数《年
間》
⇒５年後（平成３１年度）
において、６００件（平成
２６年度：５２６件）

制度融資の利用促進を図るた
め、市のホームページ、鳥取県
の産業支援ナビで広報を行っ
た。また、鳥取県商工労働関係
施設合同説明会で周知を行っ
た。

４７５件 Ｃ 鳥取県との協調融資のた
め、引き続き連携して周知
を図るとともに、金融機関、
商工会議所、商工会等の関
係機関と情報共有を図りな
がら、適切な事業案内に努
めることとしている。

市のホームページ、鳥取県の産
業支援ナビでの広報、また、鳥
取県商工労働関係施策合同説
明会で周知を行うなど、制度融
資の利用促進を図った。

４８４件 商工課

②小規模事
業者向け融
資の利子補
給制度の利
用拡大

○本市の民間事業所の大部分を
占める中小企業の中でも、とりわけ
小規模事業者はさらに経営基盤が
脆弱であり、資金調達が容易でな
いことに加え、融資を受けることが
できた場合でも、その利払いが経
営の大きな負担となっていることか
ら、小規模事業者向け融資の利子
補給を実施しています。

⇒小規模事業者向け融資の利子
補給制度の周知を徹底し、制度利
用の拡大を図ります。

■小規模事業者経営改
善資金等利子補給補助
金利用者数《年間》
⇒５年後（平成３１年度）
において、２８件（平成２
６年度：１８件）

当該制度の利用を促進するた
め、市のホームページ等で情報
提供を行い、また、商工会議
所、商工会等の関係機関と連携
しながら周知に努めた。

２０件 Ｃ 引き続き、関係機関と連携
しながら、当該制度の周知
を図り、制度の利用を促進
していくこととしている。

小規模事業者向け融資の利子
補給制度について、市のホーム
ページ等で広報を行い情報提供
を行い、また、商工会議所、商
工会等の関係機関と連携し、当
該制度の周知を図った。

２０件 商工課

③中小企業
等の小口資
金を募るクラ
ウドファン
ディング・サ
イト開設に向
けた取組

○近年、クリエイターや起業家の資
金調達の方法として、インターネッ
トのサイトを通じて多数の支援者か
ら小口資金を募る「クラウドファン
ディング」の開設が見受けられま
す。中小企業の資金調達において
は、制度融資等による支援を基本
としながらも、新たな資金調達の方
法として、この「クラウドファンディン
グ」の活用への期待が高まってい
るとともに、創業支援の手法として
も注目されています。

※「クラウドファンディング（Ｃrowd
Funding）」のクラウドは「群集」、ファ
ンディングは「資金調達」という意
味。

⇒クラウドファンディング・サイト開
設を検討します。

■クラウドファンディン
グ・サイト開設の検討
⇒早期に結論を得ます。

- - Ｘ （参考）
平成２８年度は、鳥取県や
金融機関との協議を行っ
た。県は地域活動支援が中
心のクラウドファンディング
であるため、創業支援を円
滑に行えるクラウドファン
ディング事業の検討を行っ
たが、結論を得るに至らな
かった。引き続き、検討を継
続することとしている。

- - 商工課

Ⅰ-３

「あなたも
社長！」創
業・事業承
継への支
援

①特定創業
支援事業を
修了し、雇用
を伴う創業を
した者への
支援

○近年、本市においては、廃業率
が開業率を上回っていることから、
地域の開業率を引き上げるため、
平成２６年に鳥取県西部９市町村
で策定した創業支援事業計画に基
づき、商工団体などと連携して創業
を支援することとしており、この計
画に基づく創業を促進する必要が
あります。

⇒創業支援事業計画に基づき、特
定創業支援事業を修了し、雇用を
伴う創業をした者を支援し、創業の
促進を図ります。

■市内での新規創業件
数《年間》
⇒５年後（平成３１年度）
において、４５件（平成２
６年度：２５件）

総合相談業務に加え、本市の創
業に関する既存事業(補助金、
融資)と関係支援機関との連携
による事業を実施した。
・総合相談件数　２６件
・融資件数　７２件

５０件 Ａ 引き続き、鳥取県西部９市
町村で策定した創業支援事
業計画に基づき、商工団体
などと連携して創業を支援
することとしている。なお、
平成２９年度は、既存計画
により効果の高い事業を盛
り込んだ変更計画を策定す
る予定としている。

総合相談業務に加え、本市の創
業に関する既存事業（補助金、
融資）と関係支援機関との連携
による事業を実施した。
・総合相談　１１件
・融資件数　５９件
・新規創業者で実際に雇用を伴
う創業者への支援補助金　７件

３７件 商工課

Ⅰ-２

「守りま
す！」中小
企業等へ
の支援
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

②地元事業
者の事業承
継への支援
に向けた取
組

○これまで、中心市街地の商店街
をはじめとして地元の多くの小規模
事業者は、代々その家族などに事
業承継してきましたが、近年、少子
高齢化の進展や若者の都市圏な
どへの流出により、後継者がなく事
業の継続がこれまで以上に困難に
なっている状況があり、地域経済
の活性化を図ることはもとより、伝
統的な事業や技術を後世に引き継
いでいくため、地元事業者の事業
承継が全国的な課題となっていま
す。県は、平成２７年度に「鳥取県
事業引継ぎセンター」を開設された
ところですが、本市においても事業
承継の支援に向けた取組が求めら
れています。

⇒県、商工会議所等の経済団体と
の協議に基づき、事業承継への支
援に関する市の取組を検討し、そ
の結果に基づき、支援の事業化を
図ります。

■事業承継への支援に
関する取組の検討
⇒早期に結論を得ます。

- - Ｘ （参考）
事業者に対しての意識啓
発、調査及び情報公開等を
進める事業を国の地方創生
加速化交付事業として申請
したが不採択となったため、
事業未実施となった。
今後は、昨年米子商工会議
所及び鳥取県西部商工会
産業支援センターが実施し
た「事業者への意識調査」
の結果を精査し、鳥取県や
産業振興機構、商工会議所
等の関係機関と意見交換し
ながら、事業承継への対応
について協議することとして
いる。

- - 商工課

③未来のも
のづくりの担
い手・起業家
の育成に向
けた取組

○今日、３Ｄプリンタやレーザーカッ
ターなどのデジタル工作機器が普
及してきたことにより、個人の自由
な作品が３Ｄデータでネットワーク
上を流通し販売されるような社会
（ファブ社会）が到来しつつありま
す。本市においても、産官学で構
成する連携組織により、未来のも
のづくりを学べる「ファブラボとっと
りwest」が開設されました。このファ
ブラボは、ものづくりの裾野を個人
に広げ新しい仕事や産業を生むも
のとして期待され、また利用者は、
子どもから大人まで幅広いことか
ら、世代間の学び教えあいによるも
のづくりの学び拠点となっていま
す。

⇒国の「地域おこし協力隊制度」を
活用して、「ファブラボとっとりwest」
に常駐スタッフを配置し、先進的な
ファブラボの活動を広く市民に周知
し、新しいものづくりを振興すること
により、ものづくりの担い手・起業
家の育成を図ります。

■「ファブラボとっとり
west」会員数
⇒平成３０年度におい
て、５６０人（平成２７年度
末：２００人）

「地域おこし協力隊員」を「ファブ
ラボとっとりwest」に配置し、３Ｄ
プリンタやレーザーカッターの使
用者講習を行った。
またイベントを開催し、ファブラ
ボの活動をＰＲした。

３５６人 Ａ 引き続き、ファブラボの活動
を広く市民に周知するた
め、イベントや情報発信を
行うこととしている。

商工課

４４０人

Ⅰ-３

「あなたも
社長！」創
業・事業承
継への支
援

地域政
策課

Ａ 次のとおり、シンポジウム「健康
で安心して暮らせる米子のこれ
から」を開催した。
・開催日：平成28年2月11日
・会場：米子市文化ホールメイン
ホール
・内容：【第1部】在宅医療フォー
ラム・【第2部】未来への取組
※充実した医療・介護環境をＰＲ
するチラシを作成し、配布した。

７９６人
※平成２８年度：
３５６人

平成２９年度も引き続き、西
部医師会や鳥取大学医学
部附属病院等と連携を図
り、シンポジウムを開催する
予定としている。
また、充実した医療・介護環
境をＰＲするチラシをリ
ニューアルし、各種イベント
等で配布するとともに、関係
機関との連携を強化するこ
とで、産学金官連携の促進
に向けた機運を醸成するこ
ととしている。

○本市は、鳥取大学医学部附属病
院（特定機能病院・救命救急セン
ター・周産期母子医療センター）の
ほか、山陰労災病院、米子医療セ
ンター、博愛病院など、人口当たり
の施設数・病床数ともに全国平均
を上回る数の病院が所在し先端医
療等が提供され、また、一般診療
所、医師・看護師も人口当たりの施
設数・病床数あるいは従事者数も
全国平均を大きく上回るなど、質・
量ともに全国的に優位性の高い医
療技術及び医療サービスが提供さ
れている地域であり、医療環境の
充実に加え、医工連携など産学金
官連携による新事業・新産業の創
出のポテンシャルも有しています。
このような中で、産学金官連携のも
とに医療環境の優位性を活かした
地域活性化等への取組が求めら
れています。

①「先端医
療創造都市
よなご」の情
報発信を契
機とした産学
金官連携の
促進

次のとおり、シンポジウム「健康
で安心して暮らせる米子のこれ
から」を開催した。
また、ＵＩＪターンをターゲットにし
た冊子に医療・介護環境の充実
についての記事を掲載し、地域
の魅力としてＰＲした。
【シンポジウム】
・開催日：平成28年10月15日
・会場：米子市福祉保健総合セ
ンターふれあいの里
・内容：
<午前の部>ふれあい健康フェス
ティバル
<午後の部>
□第1部
在宅医療推進フォーラム
□第2部
未来への取り組み
【冊子】
県外で実施したⅠＪＵターン相談
会で配布するとともに、米子市
関西事務所等、県外にも設置し
た。

■「先端医療創造都市よ
なご」の情報発信に係る
シンポジウム参加人数
《累計》
⇒平成２９年度までに、
１，０００人

⇒本市の医療環境の優位性（医療
技術及び医療サービスの現状等）
を改めて整理し、これを地域活性
化等に活かすべき方向性とともに
「先端医療創造都市よなご」構想と
して情報発信（シンポジウム開催）
するとともに、情報発信に当たっ
て、関係機関との連携を強化する
ことで産学金官連携の促進に向け
た機運を醸成します。

Ⅰ-４
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

②仕事の種
（シーズ）づく
りなど産学
連携研究へ
の支援

○本市に所在する高等教育機関
（鳥取大学医学部・米子工業高等
専門学校）では、医工連携など、新
事業・新産業の創出につながる多
様な仕事の種（シーズ）づくりなどに
関する研究が行われています。一
方、市内の企業においては、その
発展のため新製品の事業化、新技
術の実用化などの取組が必要とさ
れています。このため、いわゆる産
学連携により、企業と高等教育機
関とが連携し、先進的・実験的な製
品開発、技術開発などの共同研
究、委託研究などが活発に行われ
るよう、その促進が求められていま
す。

⇒市内の企業が高等教育機関と
連携して行う新製品の事業化、新
技術の実用化などの研究開発を支
援することにより、将来的に仕事を
生み出すような仕事の種（シーズ）
づくりなど産学連携研究の促進を
図ります。

■仕事の種（シーズ）づく
りなどの共同研究に対す
る補助金交付件数《累
計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、８件

「産学官しごとの種（シーズ）づく
り支援事業」を新設し、米子工業
高等専門学校、鳥取大学医学
部等学術研究機関と密な連携を
とりながら、新たな事業活動を
創出するための研究開発・調査
等の情報を収集し、事業化へ向
け支援を行った。

２件（交付決定
件数）

Ａ 引き続き、各教育機関と密
な連携をとりながら、新たな
事業創出のための取組を
積極的に支援することとし
ている。

- - 経済戦
略課

③新産業の
開拓（新規
事業参入・
経営革新）
のためプロ
フェッショナ
ル人材を招
聘・雇用する
企業への支
援

○地元企業が、新産業の開拓（新
規事業参入・経営革新）に取り組も
うとした際、その新たな取組を支え
るプロフェッショナル人材（専門人
材）が地元に不足しています。一
方、都市圏では、専門人材の中に
は培ったスキルを発揮する機会に
恵まれていない者もあり、企業との
マッチングを図る必要性が指摘さ
れています。このような中で、国（内
閣府）では、プロフェッショナル人材
バンクを設け、スキルのある人材を
登録し、これをニーズにあった企業
に紹介する事業を行っており、その
地方における活用の促進が求めら
れています。

⇒国のプロフェッショナル人材バン
クを活用するなど、地元企業が望
む地域外の専門人材とのマッチン
グを図り、当該専門人材のＵＩＪター
ンを促進するため、専門人材を招
聘・雇用する地元企業を経済的に
支援します。

■地域外の専門人材の
UIJターン数《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、８人

地方創生推進交付金を活用し、
市内中小事業者、商工団体等
が新たに展開する事業のうち、
地方創生の実現に資する地域
への経済波及効果が見込める
事業及び地域の課題解決に向
かう事業に対し、立ち上げ期の
事業に係る経費を支援する「が
いな創生新事業展開支援事業」
を新設した。
鳥取県雇用人材局就業支援
課、とっとりプロフェッショナル人
材戦略拠点と連携をとりながら、
新産業の開拓に意欲的な企業、
団体の情報を収集し、制度の活
用案内を行ったが、平成２８年
度においては支援実績はなかっ
た。

０人 Ｃ 引き続き、各所と密な連携
をとりながら新産業の開拓
に意欲的な企業、団体を積
極的に支援することとしてい
る。

- - 経済戦
略課

④「よなごエ
ネルギー地
産地消・資
金循環モデ
ル」の構築
への取組

○電気事業法の段階的な改正によ
り、電力自由化が推進され、平成２
８年度からは、電気の小売業への
参入の全面自由化がなされます。
従来、地域内で使う電気などのエ
ネルギーに費やす金額は大きいで
すが、その大半は、県外の企業に
流出している状況にあることから、
電力自由化を契機に、エネルギー
を地産地消し、資金循環させること
の必要性が高まっています。

⇒エネルギーの地産地消・資金循
環を可能にする米子市モデルの構
築への取組として、まず、地域内企
業を中心とした「地域エネルギー会
社」の設立を図り、その推進エンジ
ンとします。なお、「地域エネルギー
会社」に対しては、初期投資に係る
借入金等を極力抑え早期に事業を
軌道に乗せていくため、必要な支
援（出資等）を行います。

■設立された地域エネル
ギー会社の数
⇒平成２７年度までに、１
社

- １社 （参考）
地域エネルギー会社の事
業内容の一つである地域新
電力事業について、平成２
８年４月１日より公共施設へ
の電力供給が開始されてい
る。平成２８年度以降は、家
庭や事務所、店舗等へ地域
内の電力を活用した電力供
給を行い電力の地産地消・
売り上げを拡大し、また、熱
供給事業等他の事業につ
いても事業実現させ、地域
内資金循環の拡大に努め
ることとされている。
今後、再生可能エネルギー
電源開発等更なる取組に対
し、国・県とのつなぎ役とな
り、事業推進を図ることとし
ている。

平成２８年２月２５日に本市と地
元企業５社の出資が完了し、地
域エネルギー会社「ローカルエ
ナジー株式会社」が立ち上がっ
た。

１社 経済戦
略課

Ⅰ-４
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

⑤農商工連
携・６次産業
化の推進

○経済活動のグローバル化などに
より産業構造の変化が急速に進ん
でおり、１次産業の衰退、中小小売
業などの売上低下、大手小売業者
の地方進出やネット通販などの隆
盛による市外への資金流出などの
傾向が見られる中で、農林水産業
就業者自らが加工・製造・流通・販
売まで主体的に取り組む６次産業
化や農林水産業と商業・工業が連
携して商品開発などに取り組む農
商工連携による新たな産業の創出
が求められています。

⇒意欲ある農林水産業者、商工業
者等の掘り起こし・取組促進のた
め、関係者（市関係各課、県、農
協、商工会議所、地銀、若手農業
者の団体等）からの情報収集を図
り、また、商品の販路拡大のため、
商品ごとにターゲットを絞った販路
開拓などへの支援を行うことによ
り、引き続き、農商工連携・６次産
業化を推進します。

■新規の農商工連携・6
次産業化の取組件数《累
計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、１７件（平成２３
年度～平成２６年度累
計：７件）

農商工連携・６次産業化の取組
を進める事業者・生産者を対象
に、生産（設備投資に係る補助）
と販路開拓（商談会等に係る経
費の補助）の両面に支援を行っ
た。

１１件
※平成２８年度：
４件

Ａ 引き続き、関係団体と密な
連携を図り、補助制度の周
知、取組事業者ごとに販路
開拓等への支援を行うこと
としている。

農商工連携・６次産業化の取組
を進める事業者・生産者を対象
に、その取組の隘路となってい
る販路開拓を支援するため、商
談会等に係る経費を補助する制
度を創設した。

７件
※平成２７年度：
実績なし

経済戦
略課

⑥地域おこ
し協力隊の
活用による
農産物加工
品開発・販
路開拓への
支援

○農家における農産物の加工品開
発・販路開拓については、今後の
農家のあり方として、また、農業経
営の安定化の面で必要な取組に
なっていますが、米子市の特産品
である白ねぎは、調理レシピは数
多くあるものの加工品は少ないな
ど、一定のノウハウを必要とする農
産物の加工品開発や販路開拓は
容易には進んでいないことから、農
家の取組を支援することが求めら
れています。

⇒国の地域おこし協力隊制度を活
用することにより、農家の加工品開
発や販路拡大を地域と連携しなが
ら支援します。

■地域おこし協力隊を活
用し、新たに加工品の開
発、販路の開拓・拡大に
至った数《累計》
⇒平成３０年度までに、５
件

- - Ｘ （参考）
農産物の６次産業化につい
ては、農業経営の向上や安
定化のために有効な取組で
あると農業者に理解してい
ただくことが肝要であると考
え、まずは、引き続き、６次
産業化に関する既存制度
や関係機関等との協力体
制などについて、更に周
知、支援を進め、農家の経
営意欲の向上などを図って
いくこととしている。
なお、地域おこし協力隊な
どの人材を活用した支援策
については、引き続き、研
究することとしている。

- - 農林課

■パワーブランドを構築
するための説明会及び
研修会の開催件数《累
計》
⇒平成２８年度・平成２９
年度において、６回

- - Ｘ - 観光課

■パワーブランドを構築
するための共同ＰＲ事業
の実施回数《累計》
⇒平成３０年度におい
て、４回

地方創生加速化交付金を活用
し、鳥取県西部圏域の特産物、
商品等の展示、販売及び誘客プ
ロモーションを行う「大山ワン
ダー」を実施した（東京、広島、
米子）。

３回 Ａ - 観光課

①「大山ブラ
ンド」パワー
ブランド化戦
略の推進

Ⅰ-４
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Ⅰ-５

「大山山麓
の恵み届
けます！」
ブランド化
戦略の推
進

⇒当該民間企業の販売戦略と県
西部圏域の市町村が協調し、統一
的なブランドイメージを構築し、官
民が一体となって情報発信の取組
を推進する「大山ブランド」パワーブ
ランド化戦略を策定し、推進しま
す。

○県西部圏域は、大山に代表され
る自然豊かな観光資源や食資源
の宝庫ですが、全国的な知名度は
高くないのが現状であり、圏域の知
名度を上げることが大きな課題で
す。本市にも、「大山」をその名称
に冠する民間企業が多数所在し、
圏域の知名度の向上には、これら
の民間企業と連携した「大山ブラン
ド」のパワーブランド化が期待され
ます。

民間事業者と一層連携を深
めながら引き続き大山ワン
ダーを実施することとしてい
る。
また、伯耆国「大山開山１３
００年祭」の機運の高まりを
受け、民間事業者の中で、
大山名を冠する産品を結集
させブランディングを図ろう
という動きが出てきており、
この動きとも連携しながら事
業の推進に取り組むことと
している。

-
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

①女性の再
就労につな
がる専門職
資格の取得
促進（人材
確保策の観
点含む）

○女性が出産・育児のため離職し
た後、再就労を希望しても困難な
状況がある中で、少子高齢化や労
働人口の減少により、女性の就労
の促進が人材確保の観点からも重
要となっており、再就労に向け職業
能力の向上に頑張る女性への応
援が求められています。

⇒女性の再就労につながる専門職
資格（厚生労働大臣が指定する教
育訓練講座などを経て取得する国
家資格、公的資格又は民間資格）
の取得を促進するため、その取得
費用を助成します。

■女性の再就労のため
の専門職資格取得助成
金交付人数《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、１２０人

平成２８年６月に「米子市女性の
専門職資格取得助成事業補助
金」を創設し、制度について市
ホームページ、広報よなご、関
係機関へのチラシ配布などによ
り、周知を図った。

２６人 Ｂ 引き続き、制度の周知に努
め、女性の専門職資格取得
促進を図り、再就労につな
げることとしている。

- - 男女共
同参画
推進課

引き続き、関係機関と連携
し、女性の就労に関する情
報を市の広報手段を活用し
て積極的に提供することと
している、
なお、平成２９年７月に県立
のハローワークが創設され
たので、当該機関とも連携
し、情報発信を強化すること
としている。

「レディーズ仕事ぷらざ米子」
「ハローワーク米子マザーズ
コーナー」が主催する就職応援
セミナーについて、チラシ及び市
ホームページで情報提供を行っ
た。

鳥取県、レディーズ仕事ぷらざ
米子が主催する創業・就職応援
セミナーについて、チラシ及び市
ホームページで情報提供を行っ
た。
①H28.5.11とっとり起業女子
フォーラム（鳥取県商工労働部）
②H28.6.7女性のための創業
ファーストスッテップセミナー（鳥
取県就業支援課）
③H28.8.31、9.28女性の再就職
支援セミナー（レディーズ仕事ぷ
らざ）
④H28.12.6女性起業家のための
創業フォローアップセミナー（鳥
取県就業支援課）

■女性の再就労を支援
する情報の広報
⇒関係行政機関と連携
し、市報、市ホームペー
ジなどによる広報を強化
します。

②女性の再
就労を支援
する情報提
供の強化

Ⅰ-５

「大山山麓
の恵み届
けます！」
ブランド化
戦略の推
進

※鰆について
は、イベントの
参加者から、特
産品として一定
の評価をいただ
いたが、取り
扱っていただく
までには至って
いない。

今後、関係機関
から依頼があっ
たものに加え、
関係機関の発
信する情報の中
から、女性の就
労等に有益な情
報については、
市のホームペー
ジに積極的に掲
載し、情報発信
の強化を図るこ
ととした。

情報発信と販路拡大には息
の長い取り組みが必要であ
る。そのため、生産者の意
欲向上の観点から自主性・
主体性を尊重した上で、必
要に応じて関係各課・各機
関等と連携した支援を行う
こととしている。
あわせて更なる認知度の向
上を図るために、地元にお
ける食材の活用や情報発
信等の推進に努めることと
している。

Ｂ

②淀江地域
の農水産物
特産品の情
報発信と販
路拡大

○淀江地域には、名水「天の真名
井」に代表される大山の恵を受ける
素晴らしい農水産物があります。と
りわけ水産物では、若い漁師によ
り、淀江漁港の活性化のため、「淀
江がいな鰆」の特産品化への取組
があり、また、移住して漁業に取り
組む者もあります。しかしながら、
農水産物の全国的な知名度が低
いことや農家・漁師の収入の安定
が課題となっています。このような
中で、淀江地域で頑張る若い農
家・漁師の農水産物の特産品（地
域ブランド）化への取組を支援する
ことにより、農水産物特産品の情
報発信（ＰＲ）と販路拡大を図り、農
業・水産業への就業促進と農家・
漁師の所得向上、あるいは移住者
の定住につなげていくことが求めら
れています。

⇒淀江地域の農水産物特産品の
情報発信と販路拡大のため、都市
部での生産者が行うプレゼンテー
ション（ＰＲ）活動を支援し、農水産
物の特産品（地域ブランド）化によ
る収入の安定・地域産業の振興・
移住者の定住促進を図ります。

淀江地域の農水産物生産者が
自らPR活動を行うため、次のイ
ベント等への参加に対し支援を
行った。
①鳥取県の食材を食す会
・開催日：平成28年12月17日
（金）
・場所：イタリアンレストラン チェ
ンチ（京都府）
・内容：淀江漁港で水揚される淀
江寒鰆の紹介（プロモーション動
画等）・試食。
②山陰米子・大山がいなもんを
楽しむ会
・開催日：平成29年1月20日（金）
・場所：日本橋プラザビル３F（東
京都）
・内容：淀江がいな鰆、富田米を
使用した料理の試食。
③関連イベント「山陰米子がい
なもんフェア―」
・開催日：平成29年1月21日（土）
～1月29日（日）
場所：とっとり・おかやま新橋館
内
・内容：都内飲食店3店舗と淀江
がいな鰆を使用した弁当の販売

■淀江地域の特産品（地
域ブランド）化数
⇒平成２８年度におい
て、２品

セミナー等につ
いてのホーム
ページ・チラシ
等における情報
提供

１品

（参考）
淀江がいな鰆
が、農林水産省
主催のフード・ア
クション・ニッポ
ン・アワード2016
において入賞
（１，００８産品
応募のうちの１
００産品）するな
ど一定の成果が
得られた。

Ｃ 淀江地域の農水産物特産品の
情報発信と販路拡大を図るた
め、次のイベントの出店者に対
して支援した。
①山陰米子がいなもんを楽しむ
会（プレゼンテーション）
・開催日：平成27年11月13日
（金）
・場所：とっとり・おかやま新橋館
（東京都）
・内容；淀江漁港で水揚される淀
江寒鰆の紹介（プロモーション動
画等）・試食会。
②山陰米子がいなもんフェアー
・開催日：平成27年11月14日
（土）～11月20日（金）
・場所：都内飲食店（３店舗）
・内容：寒鰆を使用した料理を提
供。
また、市として以下のイベントを
開催した。
○「淀江がいな鰆」と「富田米」
の試食会
・開催日：平成27年12月9日（水）
・場所：白鳳の里
・内容：米子市の飲食関係・宿泊
関係者を招いて「鰆」と「米」の試
食会を開催。

よどえ
まちづ
くり推
進室

商工課○出産を契機に離職する女性が多
い中、子育て環境が安定して再就
労を希望しても、元の職場に復帰
することが難しい状況があり、一方
で、今後、少子高齢化の進展に伴
う働き手の減少が見込まれている
中で、企業における人材確保に
は、女性の再就労が欠かせないも
のとなりつつあります。このような
中で、女性の再就労を支援し、就
労機会の拡大を図ることが求めら
れており、そのためには、市の取組
の情報に加え、関係行政機関によ
る就職に関する相談、セミナー情
報などの提供、スキルアップのため
の研修・助成、仕事の紹介、育休、
産休代替職員の紹介、保育施設の
情報、企業への助成情報など各種
の支援情報の提供をこれまで以上
に推進していく必要があります。

⇒本市の広報手段を活用し、関係
行政機関の「マザーズハローワー
ク」、「レディース仕事ぷらざ米子」
などによる女性の再就労を支援す
る情報提供を強化します。

Ⅰ-６

頑張る女
性の再就
労の支援
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

①いつまで
も若々しく活
躍する高齢
者等の元気
づくりの促進

○少子高齢化が進展する中で、若
い世代が安心して結婚・子育てが
できるよう、三世帯同居や近居で相
談に乗り、孫の面倒を見るなど若
い世代を支える高齢者、そして、健
康で趣味や地域活動などに生きが
いを感じる高齢者のように、いつま
でも若々しく活躍する高齢者等の
元気づくりが重要となっています。
また、高齢化に伴う介護保険給付
費の増加や医療保険の増加への
対応として、高齢者等の元気づくり
は、今後、団塊の世代が後期高齢
者になる時代を迎える中で、より重
要となっています。

⇒高齢者等自らが日々のウォーキ
ング、サイクリングなどで元気づくり
に取り組むよう、市報・市ホーム
ページで啓発するとともに、「いつ
までも若々しく活躍する高齢者等
の元気づくり教室」を開催し、健康
運動指導士によるマシントレーニン
グやラダーウォーキングにより、高
齢者等の体力の維持・向上を図り
ます。

※「ラダーウォーキング」とは、限ら
れたスペースを持つ枠の連続であ
る「ラダー」を出入りしながら、多様
な歩行やステップを経験する中で、
中高齢者に必要な日常生活活動
能力（歩行能力等）の改善を図るた
めの運動。

■いつまでも若々しく活
躍する高齢者等の元気
づくり教室参加者人数
《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、１，３８０人

「いつまでも若々しく活躍する高
齢者等の元気づくり教室」を開
催し、健康指導士によるラダー
ウォーキングやタオル・ボールを
使った運動を行い、高齢者の体
力の維持・向上を図った。
（参考）
開催回数:２０回

５５９人
※平成２８年度：
３０２人

Ａ 「鳥取県地域の健康寿命
アップ促進事業補助金」を
活用し、平成２９年度も引き
続き当該教室を開催するこ
ととしている。
なお、その内容として、普段
の生活の中に取り入れやす
い運動を盛り込むこととして
いる。

「いつまでも若々しく活躍する高
齢者等の元気づくり教室」を開
催し、健康運動指導士によるマ
シントレーニングやラダーウォー
キングを行い、高齢者等の体力
の維持・向上を図ることができ
た。

(参考）
開催回数：１８回

２５７人 健康対
策課

■健康づくり地域サポー
ター数
⇒５年後（平成３１年度）
において、４００人（平成
２６年度：３３７人）

健康寿命の延伸に向け、次の
事業を実施した。
①健康づくり地域サポーター
市主催でサポーター養成のため
の研修（基礎編・スキルアップ
編）を実施した。また、県主催の
ご当地体操研修会にサポーター
と共に市も参加した。
②「よなＧＯ！ＧＯ！体操」
公民館の健康講座、保健推進
員研修会等での実施や、サポー
ターによる各地域のサロン活
動、公民館祭等での実践により
更なる普及に努めた。

２７３人 Ｃ 研修によりスキルアップは
図られているが、地域に
よって人数に偏在があるこ
と、また地域サポーター自
身の高齢化が課題であるた
め、新規サポーターの獲得
及び活動の充実を図るた
め、地域のサポーター部会
において包括支援センター
が連携協力して地域への声
掛けに努めることとしてい
る。

健康寿命の延伸に向け、次の
事業を実施した。
①健康づくり地域サポーター
・市が主催した、サポーター要請
のための基礎研修とスキルアッ
プ研修、また、県主催のご当地
体操研修会にサポーターと共に
市も参加した。
②「よなＧＯ！ＧＯ！体操」
・公民館の健康講座、保健推進
員研修会等での実施や、サポー
ターによる各地域のサロン活
動、公民館祭等での実践により
普及を行った。

３０６人 長寿社
会課

■体操実践会場数（健康
づくり・やって未来や塾）
⇒５年後（平成３１年度）
において、３９会場（平成
２６年度：２７会場）

③「健康づくり・やって未来や塾」
自主的に活動している地域の集
まりに健康運動指導士を派遣
し、体操等の支援により健康づく
りの推進に繋がるよう取り組ん
だ。

２６会場 Ｃ 引き続き、健康運動指導士
の関与により、自主活動が
継続するよう、それぞれの
集まりの実態、要望に合わ
せて必要な運動指導を行う
こととしている。また、実施
会場の増加に向けて、ふれ
あいいきいきサロンでの試
行実施や、地域での介護予
防教室等で住民の意識を
高め、包括支援センターと
協力してキーマンの発掘と
立上げ支援に努めることと
している。

③「健康づくり・やって未来や塾」
・健康運動指導士を派遣し、自
主活動が継続するよう、運動メ
ニューのひとつとして「よなＧ
Ｏ！ＧＯ！体操」等の効果的な
実施方法を指導した。

２３会場 長寿社
会課

○平均寿命の延びに伴い、健康寿
命との差が開くことにより、介護保
険要支援・要介護認定者が増加傾
向にあり、また、介護予防への取
組が必ずしも十分とは言えないこと
から、早い時期からの介護保険
サービスの利用も増え、介護給付
費の増大を招いています。これら
のことから、高齢者等の家庭や地
域での活躍を促進する観点から
も、健康寿命の延伸に向けた事業
を展開していく必要があります。

②健康寿命
の延伸に向
けた事業展
開

Ⅰ-７

いつまでも
若々しい
高齢者等
の活躍の
促進

⇒引き続き、平均４歳の若返りへ
の期待が実証されている「よなＧ
Ｏ！ＧＯ！体操」の更なる普及に、
その活動により仲間づくり、社会参
加の促進、地域での連携を期待で
きる「健康づくり地域サポーター（よ
なＧＯ！ＧＯ！体操普及員）」の養
成を図りつつ取り組みます。また、
「よなＧＯ！ＧＯ！体操」も活用した
市民の自主的な活動である「健康
づくり・やって未来や塾」を支援しま
す。
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

■アクティブ・シニアの人
材活用のあり方の検討
⇒早期に検討し、米子市
版ＣＣＲＣの推進を図りま
す。

- - （参考）
アクティブ・シニアの人材活
用のあり方の検討及び移住
定住施策との連携について
は、今後、米子市生涯現役
促進協議会、県立ハロー
ワークなどとの連携を模索
し、それらの高齢者雇用、
ボランティア促進等の施策
の情報を本市の移住定住
施策の情報とともに移住者
等に提供する仕組みを構築
していくこととしている。
また、「日本版ＣＣＲＣ（生涯
活躍のまち）」の本市への
適用可能性については、引
き続き、国のモデル事業（全
国７箇所：岩手県雫石町、
新潟県南魚沼市、石川県輪
島市、山梨県都留市、長野
県佐久市、鳥取県南部町、
北九州市）の取組や他の先
進地の事例を参考に研究
することとしている。なお、
平成２８年度は、石川県金
沢市「シェア金沢」への先進
地視察を実施した。

⇒買い物弱者の実態・必要な支援
を把握するとともに、民間で行われ
ている移動販売、宅配など買い物
支援に利用できる資源を調査しま
す。その結果に基づき必要な支援
を検討し、可能な地域で「買い物支
援モデル事業」を実施します。

④米子市版
ＣＣＲＣの推
進に向けた
取組（本市
在住者を含
めたアクティ
ブ・シニアの
人材活用の
推進とその
移住定住施
策との連携）

③買い物弱
者への支援
に向けた仕
組みづくり

■買い物支援モデル事
業実施地域数
⇒５年後（平成３１年度）
までに、５地域

Ⅰ-７

いつまでも
若々しい
高齢者等
の活躍の
促進

-

３地域

（参考）実施地
域
・巌地区
・成実地区
・和田地区

今後、どのような買い物支
援が必要とされているか、
住民と行政が共に考えなが
ら、必要な支援に向け地域
ケア会議等で検討を進める
こととしている。
なお、平成２７年度に実施し
たアンケート調査結果（中心
市街地における大型店舗の
撤退を受けて、緊急的に、
店舗周辺の高齢者世帯に
対して実施）をもとに、自治
会と買い物支援策について
協議を実施した。現段階で
は地域資源である「イン
フォーマルサービス」を活用
していくこととなっている。

Ａ生活支援型介護予防事業
（ショッピングリハビリ）を実施し
た。

・買い物等の生活に必要な体力
づくりと、買い物行為の中で自
分で買うものを把握し、商品を
選び、支払いをする、という認知
行動を遂行することで、認知機
能向上を図り、生活の質の向上
（QOL）に繋がるよう取り組ん
だ。
・事業参加者４１名（男性４名、
女性３７名）
・平均年齢８２．６±６．４歳
・支援実施頻度は、１回／２週

○実施地域において、買い物支
援の希望者を地域包括支援セ
ンターが訪問し聞き取り把握。
○実施地域の自治会等の協力
も得ることで、地域づくりも視野
に実施している。

⇒米子市版ＣＣＲＣの推進に向け
た取組として、本市在住者を含め
たアクティブ・シニアの人材活用の
あり方をハローワーク、県（技術人
材バンク・シニアバンク）、シルバー
人材センターなどの取組との連携
を踏まえ検討し、推進するととも
に、別途整備することとしている移
住者向けの空き家情報バンクなど
移住定住施策との連携を図りま
す。なお、「日本版ＣＣＲＣ」につい
ては、国・県のモデル事業のほか
他都市の取組事例、国による財政
措置を含む具体的な制度設計の動
向に関し研究を進めつつ、本市へ
の適用可能性について適切な時期
に判断します。

○国は、地方移住の一環として、ア
クティブ・シニアが退職後に地方へ
移住する「日本版ＣＣＲＣ」を検討
し、モデル事業の実施を経て全国
展開するとしています。本市は、医
療・介護の環境が全国平均に比較
して充実しており、ＣＣＲＣを推進し
ていく適地であるとの評価も一部に
ありますが、高齢化の進展により
今後さらに医療費・介護費の財政
負担の増加が見込まれる中で「日
本版ＣＣＲＣ」により将来高齢者とな
るアクティブ・シニアの移住を受け
入れていくことには、国による財政
措置を含む具体的な制度設計を見
定め、そのメリット・デメリットの総
合的な判断が必要とされます。アク
ティブ・シニアの地方移住は、人口
減少対策、優良な技術者の企業へ
の人材供給などが期待されます
が、一方で、現に本市に在住する
アクティブ・シニアの人材活用も重
要であり、移住施策である「日本版
ＣＣＲＣ」にかかわらず、本市在住
者を含むアクティブ・シニアの人材
活用の検討が必要です。

※「ＣＣＲＣ（Ｃontinuing Ｃare
Retirement Ｃommunity）」は、都会
の高齢者が地方に移り住み、健康
状態に応じた継続的なケア環境の
下で、自立した社会生活を送ること
ができるような地域共同体。

Ｘ -

長寿社
会課

-○我が国では、少子高齢化や過疎
化等の社会情勢の大きな変化に伴
い、小売店舗や交通機関等の日常
生活に不可欠な生活インフラが弱
体化し、いわゆる買い物弱者が発
生している地域があると言われて
います。国においては、このような
買物弱者の問題を解決するために
は、流通事業者や地方自治体等の
地域の主体が連携して対応する事
業（宅配、移動販売、地域のコミュ
ニティ活動との連携等）が実施され
ることが重要との考えが示されてい
ます。本市は、比較的、交通インフ
ラは維持されているものの、小売
店舗の閉店が進む地域もあり、独
居あるいは高齢者のみの世帯を中
心に日々の買い物に不便を感じて
いる者が存在しているものと見受
けられ、このような中で、宅配、配
食等のサービスを行う事業者も増
えていますが、高齢化の進展によ
り、今後、買い物弱者の増加が見
込まれることから、買い物弱者への
支援に向けた仕組みづくりが求め
られています。

地方創
生推進
課

-
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

Ⅰ-７

いつまでも
若々しい
高齢者等
の活躍の
促進

⑤高齢者が
社会で活躍
することがで
きる環境整
備

○国は、少子・高齢化が進展する
中、健康で意欲と能力がある限り
年齢にかかわりなく働き続けること
ができる生涯現役社会の実現に向
けた取組を進めています。近年、
本市においても高齢化が進展し、
平成２７年度で高齢化率26.7％と、
４人に１人が高齢者という状況に
なっており、高齢者の雇用・就業の
促進と生きがいの創出が課題と
なっています。

⇒高齢者が社会で活躍することが
できる環境整備の方策について検
討するため、行政、経済団体、社会
福祉法人などの関係機関で連携
し、協議会を設置します。

■高齢者が社会で活躍
することができる環境整
備の方策を検討するた
めの協議会の設置
⇒平成２８年度におい
て、協議会を設置しま
す。

高年齢者の雇用機会の確保や
社会参加の促進を図るため、
「米子市生涯現役促進協議会」
を設置し、当該協議会が事業実
施主体となり、国の委託事業で
ある「生涯現役促進地域連携事
業」の取組をスタートした。

「米子市生涯現
役促進協議会」
の設置（平成２８
年９月５日）

【協議会の構成
員】米子市、米
子商工会議所、
米子広域シル
バー人材セン
ター、鳥取県シ
ルバー人材セン
ター連合会、米
子市社会福祉
協議会、鳥取県

Ａ 引き続き、「生涯現役促進
地域連携事業」を実施し、
高年齢者の雇用機会の確
保や社会参加の促進を図る
こととしている。

商工課

①まちづくり
活動支援交
付金の拡充
（地方創生
枠の創設）

○本市は、市民団体などの主体
的・継続的なまちづくりへの取組を
促進するため、「まちづくり活動支
援交付金」により、その活動を支援
しています。平成２６年に「まち・ひ
と・しごと創生法」が制定され、国・
都道府県・市町村は、少子高齢化
の進展に伴う人口減少対策、少子
化対策など、いわゆる地方創生に
取り組むこととされました。地方創
生は、国民全体の大きな課題であ
り、市民団体など多様な主体とも連
携・協力しながら取り組んでいく必
要があることから、市民団体等のさ
らなる活躍が期待されます。

⇒まちづくり活動支援交付金にお
いて地方創生枠（子育て支援に関
するもの、その活動が高齢者を中
心とするもののほか、地方創生の
推進に特に資する活動を優遇）を
創設し、拡充することにより、市民
団体等の活躍をさらに促進します。

■まちづくり活動支援交
付金交付決定団体数《年
間》
⇒５年後（平成３１年度）
において、１７件（平成２
６年度：９件）

市民団体などの主体的・継続的
なまちづくりへの取組を促進す
るため、「まちづくり活動支援交
付金」による支援を実施した。
・応募期間：平成２８年４月１日
～４月２２日
・申請に関する問合せ：８件
・申請団体：７団体
※審査会（プレゼンテーション）
を開催し、交付団体を決定した。

７件（団体） Ｃ 子育て支援、高齢者対策等
の活動については、これま
でもまちづくり活動支援交
付金の対象としているが、
今後、これらを含めた地方
創生の推進に資する活動に
ついても利用しやすくなるよ
う、募集案内の見直し等を
検討することとしている。

市民団体などの主体的・継続的
なまちづくりへの取組を促進す
るため、「まちづくり活動支援交
付金」による支援を実施した。
・応募期間：平成２７年５月１日
～５月２９日
・申請団体：６団体
・審査会（プレゼンテーション）開
催し、交付決定団体を選定し
た。

５件（団体） 市民自
治推進
課

②移住者支
援を目的と
する組織・団
体の設立に
向けた取組

○県内他市町村では、地域住民等
がＮＰＯ等を設立し、空き家の掘り
起こし・提供や地域住民とのマッチ
ングなど地域に密着した移住定住
を促進する活動を行っており、移住
者の受け入れと定着に大きな役割
を果たしています。本市においても
こうした団体等の設立を促進すると
ともに活動を支援し、連携して移住
定住を推進することが必要です。

⇒移住希望者や移住者の受入を
支援する地域組織・団体の設立を
促進し、その活動を支援します。

■移住者支援を目的と
する組織・団体の設立数
⇒５年後（平成３１年度）
までに、１団体

- - Ｘ （参考）
平成２８年１０月に移住者・
移住希望者・移住支援者の
交流会を市主催で開催する
など、移住者支援を目的と
する組織・団体の設立に向
けた気運の醸成に取り組ん
でいる。
加えて、今後、平成２７年度
に任意に発足され、ＳＮＳ等
を通じて会員も増えつつあ
る移住者交流会との連携も
深め、その移住者支援団体
としての組織化を促進する
こととしている。

- - 地方創
生推進
課

Ⅰ-９

次世代へ
つなぐ農
業の多様
な担い手
づくり

①認定農業
者・新規就
農者・親元
就農者など
多様な担い
手の育成・
確保

○農家の高齢化や後継者不足、農
産物の価格の低迷や荒廃農地の
増加の問題など農業を取り巻く環
境は引き続き厳しい状況にあり、今
後、農業を持続的に発展させ、次
世代につないでいくためには、多様
な担い手を育成・確保する必要が
あります。

⇒引き続き、既存の関係事業（主
に国・県事業）を着実に実施するこ
とにより、認定農業者・新規就農
者・親元就農者など多様な担い手
を育成・確保します。

※「既存の関係事業」は、経営所得
安定対策における直接支払い交付
金事業・収入減少影響緩和加算、
融資制度、がんばる農家プラン事
業、青年就農給付金、就農条件整
備事業、就農応援交付金、親元就
農促進支援交付金、担い手規模拡
大事業費補助金　など

■農業の多様な担い手
の数《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、１７９経営体（平
成５年度～平成２６年度
累計：１２９経営体）

既存の関係事業を適切に実施
するほか、多様な担い手の確
保、特に高齢化による認定農業
者の減少を食い止めるため、高
齢者の認定期間満了時におけ
る更新促進に取り組んだ。

１２７経営体
※平成２８年度
新規：１４経営体
（内訳）
認定農業者：７
新規就農者：７
法人：０

Ｃ 新規就農者を確保し、ま
た、新規就農者を認定農業
者に認定するなど、若い世
代の担い手が育っている
が、高齢となった認定農業
者が更新手続きを辞退する
状況が発生している。
引き続き、多様な担い手の
育成・確保に取り組むことと
している。

認定農業者・新規就農者・親元
就農者など多様な担い手を育
成・確保するため、既存の関係
事業の適切な実施を行った。

１３０経営体
※平成２７年度
新規：４経営体
（内訳）
認定農業者：１
新規就農者：２
法人：１

農林課

Ⅰ-８

きらりと輝
くＮＰＯ、市
民団体等
の活躍の
促進
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

②移住定住
を伴う就農
に対する総
合的支援
（情報発信、
環境整備、
就農条件整
備等）

○農業の後継者不足や高齢化へ
の対応は、地域農業の活性化を図
る上で大きな課題となっており、農
業の多様な担い手づくりの一環とし
て、移住定住による就農の促進が
求められています。その促進に当
たっては、移住定住を伴う就農を促
す情報発信、新規就農者の環境整
備、就農条件整備などが必要とさ
れます。

⇒移住定住を伴う就農に対する総
合支援として、移住定住を伴う就農
を促す情報発信を行うとともに、
国・県の支援施策も活用しながら、
新規就農者の住居及び作業小屋
を確保する環境整備、また、就農
応援交付金の拡充による経済的支
援など就農条件整備等を行いま
す。

■移住定住（ＵＩＪターン）
による新規就農者《累
計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、４２人（平成２３
年度～平成２６年度累
計：２２人）

パンフレットの配布などにより情
報発信を行った。
また、環境整備や就農応援交付
金の拡充などによる定住支援に
ついても周知を行い、拡充の対
象となった新規就農者の事業利
用を図った。

２５人

（参考）
離農１人

Ｃ 引き続き、情報発信と事業
の適切な運用に取り組んで
行く。

新規就農者を呼び込むための
パンフレットを作成し、鳥取県ＩＪ
ＵターンＢIG相談会で配布する
など、積極的な情報発信を行っ
た。
なお、環境整備や就農応援交付
金の拡充などによる定住支援に
ついては、事業実施対象者がな
かったため実施しなかった。

２４人

（参考）
離農なし

農林課

■お試し「農的生活」の
体験者（世帯）数《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、１６世帯

- - Ｘ - 農林課

■お試し「農的生活」の
体験者（世帯）のうち移
住に結びついた数《累
計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、８世帯

- - Ｘ - 農林課

④小中学生
などに対す
る農業体験
機会の提供

○農業の後継者不足や高齢化へ
の対応は、地域農業の活性化を図
る上で大きな課題となっており、農
業の多様な担い手づくりの一環とし
て、小中学生を中心とした若い世
代に農業に関心を持ってもらい、将
来の農業従事者の育成につなげて
いくことが求められています。また、
近年、周辺に農地が少ない地域の
子供たちを中心に、農業や農作物
にふれる機会が少なくなっているも
のと見られ、農業や農作物への意
識付けが、食育の観点からも必要
となっています。

⇒地域において農作業体験を実施
する団体を支援することにより、小
中学生などに対する農業体験機会
を提供します。

■農作業体験を実施し
た団体数《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、３０団体

- - Ｘ （参考）
農作業体験については、JＡ
を始めとして既に実施され
ている団体があるので、こ
れらの団体との連携も視野
に入れながら、事業実施に
向けて検討することとしてい
る。

- - 農林課
教育総
務課

⑤弓浜地域
における農
業基盤整備
に向けた取
組

○弓浜地域の畑作地帯は野菜等
の生産地として、主に白ねぎ、にん
じん、葉たばこ等の生産が行われ
ていますが、全体的にほ場一区画
が小さく、農業基盤整備が進んで
いないことから規模拡大が難しく、
担い手不足と相まって、荒廃農地
が多数発生しており、担い手の確
保、荒廃農地の解消が課題となっ
ています。

⇒弓浜地域の農地の再生及び荒
廃農地の解消を目指し、農業基盤
整備に向けた調査検討を行い、そ
の結果に基づき、農業基盤整備の
事業化を図ります。

■弓浜地域の農業基盤
整備の調査検討
⇒早期に結論を得ます。

農業基盤整備の検討結果を基
に、地元代表者等に事業概要
の説明を行った。

地元説明の実
施

Ｂ 土地改良事業に係る法律
の改正が審議されているた
め、この動向に注視しつつ、
引き続き地元負担や事業実
施の有効な手法などについ
て、検討を行うとともに、地
元の推進体制づくりの支援
を行うこととしている。

平成２７年度は、まず、農業基
盤整備に向けた調査検討の参
考とするため、モデル圃場を検
討し、その圃場において基盤整
備を実施する場合の概算事業
費の見積を徴取した。

調査検討の参
考となる見積書
の徴取。

農林課

スローライフの疑似的体験
の提供として、家庭菜園付
きの既存のお試し住宅の利
用を促進するとともに、新規
就農者に対し、引き続き、
農地付き空き家を含めた就
農環境の提供に優先的に
取り組むこととし、お試し「農
的生活」の実施は計画を廃
止することとする。

Ⅰ-９

次世代へ
つなぐ農
業の多様
な担い手
づくり

-○農業の後継者不足や高齢化に
より、農業の多様な担い手づくりや
荒廃農地の問題への対応が課題
となっている中、都会で住む人の中
には、田舎で農業をしながらスロー
ライフを営みたいと考える者がある
ことから、本市における農的なス
ローライフのメニューを提供し、新
規就農の可能性、農地の有効活用
につなげていく必要があります。

⇒都市圏等の農的なスローライフ
を求める者に対し、住居と農地の
提供及び営農指導をセットにした
農的生活の支援制度を構築し、お
試し「農的生活」を支援します。

③お試し「農
的生活」の
支援（住居と
農地の提
供）
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

■移住セミナー参加者数
⇒平成２７年度におい
て、１００人

- - ６３人 地方創
生推進
課

■移住体験ツアー参加
者数
⇒平成２７年度におい
て、２０人

- - １０人 地方創
生推進
課

②移住者か
らの相談窓
口のワンス
トップ化とき
め細かな生
活情報の提
供

○本市への移住の促進と移住後
の定着につなげるため、移住希望
者や移住者から寄せられる様々な
相談に対して、ワンストップで対応
する窓口と、関係部署・関係機関と
の連携体制を構築する必要があり
ます。

⇒移住者からの本市で生活する上
での様々な相談に対応するワンス
トップサービス体制を構築するとと
もに、きめ細かな生活情報を提供
します。

■移住希望者及び移住
者からの相談件数《年
間》
⇒５年後（平成３１年度）
において、３００件（平成
２６年度：１０２件）

「米子市移住定住相談窓口」に
おいて、移住定住相談員を中心
に、移住希望者からの就職、子
育て、医療、高齢者サービス、
住宅などに関する相談への対
応、その他生活情報の提供をワ
ンストップサービスで行うよう、
随時、関係部署・関係機関との
連携を図った。

２９４件
（内訳）
・窓口での新規
相談件数：２１２
件
・イベントでの新
規相談件数：３４
件
・継続相談件
数：４８件

Ａ 引き続き、ワンストップサー
ビスよる移住者からの相談
への対応、きめ細かな生活
情報の提供に努めることと
している。

「米子市移住定住相談窓口」に
おいて、移住定住相談員を中心
に、移住希望者からの就職、子
育て、医療、高齢者サービス、
住宅などに関する相談への対
応、その他生活情報の提供をワ
ンストップサービスで行うよう、
随時、関係部署・関係機関との
連携を図った。

２９２件
（内訳）
・窓口での新規
相談件数：１３７
件
・イベントでの新
規相談件数：１３
７件
・継続相談件
数：１８件

地方創
生推進
課

③移住希望
者に対する
住宅情報の
提供（空き家
情報バンク
の整備）

○移住希望者のニーズが高い一
戸建て等の借家・売家の情報をイ
ンターネット等で移住希望者に広く
提供することで、移住定住の実現
性を高める必要があります。

⇒空き家情報バンクを整備・運営
することにより、活用可能な空き家
の掘り起こしを行い、移住定住相
談で活用するとともに移住定住専
用サイト等で全国に情報発信しま
す。

■空き家バンク登録物件
に移住した件数《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、４０件

平成２８年６月に「米子市空き家
情報バンク制度」を創設した。

０件

（参考）
空家バンク登録
件数
平成２８年度：１
件

Ｃ 今後、より一層、空き家情
報バンクのＰＲを行うととも
に、空き家の仲介等に関し
協定を締結している公益社
団法人鳥取県宅地建物取
引業協会西部支部の協力
を得て、登録の促進を図る
こととしている。

- - 地方創
生推進
課

地方創生先行型交付金を活用
し、次のとおり事業を実施した。
参加者へのアンケート調査で
は、９組１５人が本格的に移住
を検討してみたいとの結果が得
られた。

①セミナー＆交流会（第１回：Ｈ
２７年９月２６日、第２回：平成２
７年１１月１４日、於：東京）
上記のイベント広報（チラシ：２，
０００部、ポスター：１００部、その
他Ｗｅｂ、雑誌記事など）

②移住体験ツアー
・移住体験ツアーへの参加促進
のためのワークショップ（東京：
平成２８年２月６日、大阪：平成
２８年２月２０）
・移住体験ツアー（平成２８年３
月５日～６日）
上記のイベント広報（メールマガ
ジン、チラシ配布、ＳＮＳなど）

Ⅱ-１

移住定住
「ヨナゴＹ
ターンプロ
ジェクト」の
推進

（参考）
平成２７年度の取組は、地
方創生先行型交付金を活
用し、単年度の取組として
計画したものである。
今後の同様の取組は、市単
独の取組に限らず、鳥取県
西部圏域で連携した移住定
住の取組を含め模索してい
くこととしている。
その他、次のとおり既存の
施策に取り組み、さらに移
住定住促進を図ることとして
いる。
・移住セミナー等の参加者
に対するフォローアップ
・移住定住相談員によるき
め細かな相談対応
・「お試し住宅」の利用促進
・（公財）ふるさと鳥取県定
住機構が開催する東京・大
阪での各種相談会への参
加
・ホームページ等による市
の魅力・暮らしやすさの情
報発信
・移住者・移住希望者・移住
支援者の交流会の開催
・移住者向けの空き家情報
バンクの運営
・住宅取得支援制度の運営

○平成２６年に国が実施した東京
在住者の移住意向調査では、都市
在住者の田舎暮らしやふるさと回
帰志向が高まっているとされてお
り、このような状況を好機ととらえ、
東京のほか都市圏等県外に向け
た移住定住に係る情報発信をさら
に強化する必要があります。

⇒都市圏等県外に向けた移住定
住に係る情報発信を強化します。
（移住セミナー・移住体験ツアーの
実施）

①移住定住
に係る情報
発信の強化
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

④お試し住
宅の利用促
進

○平成２６年度から「お試し住宅
（移住体験住宅）」を3棟運営してい
ますが、さらに利用者数の増加を
図り、本市への移住定住を推進す
る必要があります。

⇒お試し住宅の利用促進に資する
情報発信と利用者のアンケート等
に基づく機能の充実・強化を図り、
本市への移住定住を推進します。

■お試し住宅利用率《年
間》
⇒５年後（平成３１年度）
において、７０％（平成２
６年度２ヶ月分：４４．６%）

お試し住宅の情報発信として、
ふるさと納税の返礼品の送付の
際に案内チラシを同封したり、移
住相談会等に参加する際、積極
的にＰＲした。また、各お試し住
宅の特徴をＰＲするため市ホー
ムページを更新した。
なお、お試し住宅の利用者への
アンケートの実施結果では概ね
好評であり、現時点において、
小規模修繕を行ったほかは、直
ちに機能の充実や強化を図るべ
き点は認められなかった。

６４．４％

（参考）
利用者数
平成２８年度：７
２人

Ｂ 引き続き、お試し住宅の情
報発信に努めるとともに、ア
ンケートも継続し、利用者の
意見を今後のお試し住宅の
運営に活かしていくこととし
ている。

お試し住宅の情報発信として、
ふるさと納税の返礼品の送付の
際に案内チラシを同封し、また、
移住相談会等で積極的にＰＲし
た。
なお、お試し住宅の利用者への
アンケートの実施結果では概ね
好評であり、現時点において直
ちに機能の充実や強化を図るべ
き点は認められなかった。

６０.1％

（参考）利用者
数
平成２７年度：８
８人

地方創
生推進
課

⑤県外から
の移住者に
対する住宅
取得等経費
の助成

○本市では、移住者の移住を経済
的に支援する制度がなく、移住希
望者に対するインセンティブ（動機
付けするもの）が不足しています。
他都市においては、移住者の移住
に要する費用負担を軽減するなど
の助成制度があり、本市において
も助成制度の創設が必要です。

⇒移住者の住宅取得や改修等に
要する経費への助成制度の創設
（子育て世帯や三世代同居などへ
の優遇を検討）により、本市への移
住定住の推進と移住者の定着を図
ります。

■住宅取得等助成制度
を利用して移住した件数
《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、４０件

平成２８年６月に「米子市移住定
住者住宅取得支援補助金制度」
を創設した。なお、子育て世帯
については、補助金額の上限に
関し優遇する制度とした。

４件 Ｃ 引き続き、当該制度を適切
に運用し、本市への移住定
住の推進と移住者の定着を
図ることとしている。

（参考）
平成２９年４月に、三世代同
居の促進に資するものとし
て、無償で権原を取得（相
続、贈与のほか親などから
の使用貸借を含む。ただ
し、子育て世帯等に限る。）
した中古住宅の改修を補助
対象とする制度の見直しを
行った。

- - 地方創
生推進
課

Ⅱ-１

移住定住
「ヨナゴＹ
ターンプロ
ジェクト」の
推進

Ⅱ-２

「若い力募
集中！」若
者の人口
流出抑制
と学生等
市外転出
者のふる
さと回帰促
進

商工課○本市においては、大学などへの
進学のため転出した若年者のふる
さと回帰が少ないため、若い世代
において大きな転出超過になって
おり、また、地元企業も若年者の人
材不足のため、生産性の向上など
の取組が困難になっています。こ
のことから、本市出身者のふるさと
回帰を含め新規学卒者の本市へ
の移住就労につながる就職活動へ
の支援が求められています。

⇒次に掲げる取組を行います。
ア　中海圏域の周辺都市（松江市・
安来市・境港市）と連携して実施す
る「合同就職ガイダンス」への参加
を促進するため、本市出身者の参
加に要する交通費相当額を助成し
ます。
イ　中海圏域の周辺都市（松江市・
安来市・境港市）と連携して運営す
る「中海圏域就職ナビ」登録企業
（本市内にある事務所・営業所な
ど）で実施するインターンシップに
要する交通費相当額を助成しま
す。
ウ　就労に伴う本市への転入者に
対して引越し費用相当額を助成し
ます。

■合同就職ガイダンスへ
の本市出身者の参加数
《年間》
⇒５年後（平成３１年度）
において、１４２人（平成
２６年度：４２人）

Ｘ-

（参考）
平成２８年度：８
人

-①新規学卒
者に対する
就職活動支
援（交通費
助成）・移住
就労支援
（引越し費用
助成）

３６人（参考）
平成２７年度の制度利用実
績を踏まえ、事業継続の是
非について検討した結果、
大幅な改善・見直しが必要
であると判断したため、当該
助成制度は平成２８年度か
ら中止しているが、新規学
卒者の地元就労促進につ
いては、関係機関と協議し
ながら有効な方策を模索し
ていくこととしている。

新規学卒者に対する就職活動
支援として、次に揚げる助成制
度を創設し、支援を行った。
ア　「合同就職ガイダンス参加支
援金」
・「合同就職ガイダンス」への参
加を促進するため、本市出身者
の参加に要する交通費相当額
を助成。
・支給者：４人
・支給額：４４，０００円
イ　「中海圏域就職ナビ」登録企
業で実施するインターンシップに
要する交通費相当額を助成。
・実績なし
ウ　 「引越費用支援金」
・就労に伴う本市への転入者に
対して引越し費用相当額を助
成。
・支給者：５人
・支給額：１３５，０００円
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

②新規学卒
者に対する
移住就労支
援（奨学金
利子助成）

○本市においては、大学などへの
進学のために転出した若年者のふ
るさと回帰が少ないため、若い世代
において大きな転出超過になって
おり、また、地元企業も若年者の人
材不足のため、生産性の向上など
の取組が困難になっています。こ
のことから、本市出身者のふるさと
回帰を含め大学等卒業者の本市
への移住就労を促進していくことが
求められています。

⇒大学等卒業者の移住就労の支
援として、奨学金返還額の利子相
当分を助成します。

■奨学金利子助成対象
者数（移住就労者数）《累
計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、５５０人

大学等卒業者の移住就労の支
援として、奨学金返還額の利子
相当分を助成した。

２０人 Ｃ 引き続き、奨学金返還額の
利子相当分の助成を実施
することとしており、更なる
周知に努め、制度の利用促
進を図っていくこととしてい
る。

大学等卒業者の移住就労の支
援として、奨学金返還額の利子
相当分を助成する制度を創設し
支援を行った。

１０人 商工課

④本市職員
採用におけ
る本市出身
社会人Ｕ
ターン枠の
創設

○人口減少抑制の一環として、大
学進学等により東京圏・関西圏を
中心に市外に転出した本市出身者
のふるさと回帰（Ｕターン）を促進す
ることが課題となっており、今後、
市内企業における本市出身者のＵ
ターンにつながる従業員採用への
取組も期待されるところですが、市
内の事業所の一つである本市とし
ても、率先して本市出身者のＵター
ンにつながる職員採用に取り組む
ことが求められています。

⇒培った社会人としての能力をふ
るさと米子で発揮してもらうべく、本
市職員採用において、本市出身社
会人Ｕターン枠を創設します。

■新たな社会人枠による
採用者数《累計》
⇒平成２９年度（翌年度
４月１日）までに、１５人
程度

インターネット上の就職ナビゲー
ションへの登録や他団体の採用
等の情報収集に努め、平成２８
年９月中旬の第一次試験から人
物重視による第四次試験まで実
施することにより新規採用する
ことができた。

８人
※平成２８年度：
３人（社会人枠
以外の新規採
用者数：２４人）

Ａ 平成２８年度は、本市職員
の年齢構成等を考慮し、年
齢上限を３４歳に上げた
が、申込者数が対前年より
も５人減ったため、平成２９
年度はその結果を踏まえ、
要件等の検討を行うこととし
ている。

インターネット上の就職ナビゲー
ションへの登録や地元紙への広
告の掲載のほか、就職ナビが開
催した転職セミナー等に参加し
情報収集に努め、平成２７年９
月中旬の第一次試験から人物
重視による第四次試験まで実施
することにより新規採用すること
ができた。

５人

（参考）社会人
枠以外の新規
採用者数２７人
※事業計画当
初では、社会人
経験のある東京
など都会に在住
する本市出身者
のＵターンを目
的としたが、幅
広く人材を確保
する観点から、
Ｊターン者及びＩ
ターン者も対象
とした。

職員課

Ⅱ-２

「若い力募
集中！」若
者の人口
流出抑制
と学生等
市外転出
者のふる
さと回帰促
進

Ｃ ２社地元企業へのインターンシップ
受入を促進するため、次の取組
を行った。
ア　「中海圏域就職ナビ」登録企
業に働きかけ、インターンシップ
実施を求めた。
イ　「中海圏域就職ナビ」に登録
し、本市に事業所を設置してい
る地元企業７７社に対し、事業
概要チラシを配布し、インターン
シップにおける支援依頼を行っ
た。
ウ　県が実施する就業支援事業
について広報誌やホームページ
などで周知した。

○本市においては、大学などへの
進学のために転出した若年者のふ
るさと回帰が少ないため、若い世代
において大きな転出超過になって
おり、また、地元企業も若年者の人
材不足のため、生産性の向上など
の取組が困難になっています。こ
のことから、本市出身の大学等卒
業予定者の地元企業への就労を
促進していくことが求められてお
り、このため、地元企業へのイン
ターンシップ受入れの促進が必要
とされています。さらに、平成２６年
度から就職活動の解禁が３月に繰
り上げられ、活動期間が短くなった
ことによって、大学等卒業予定者が
効率的に就職活動することから、イ
ンターンシップなどの情報発信の充
実を図る必要があります。

地元企業へのインターンシップ
受入を促進するため、「中海圏
域就職ナビ」登録企業に働きか
け、インターンシップ実施を求め
た。
また、鳥取県が実施する「鳥取
県未来人材育成奨学金支援助
成金」制度の内容、鳥取労働
局、（公財）ふるさと鳥取県定住
機構及び鳥取県が共催した
「とっとり就職フェア」「とっとり企
業照会フェア」「とっとり合同企業
説明会」などの開催について
ホームページでの情報提供を
行った。

■インターンシップ実施
企業数（中海圏域）
⇒５年後（平成３１年度）
において、５０社（平成２
６年度：４社）

③地元企業
へのインター
ンシップ受入
の促進

商工課３社 インターシップの受入れに
ついては、「中海圏域就職
ナビ」の登録企業等に協力
を依頼しているが、十分な
実績が上がっていないた
め、協力企業の増加につな
がる有効な施策等につい
て、関係機関と協議しなが
ら検討することとしている。
また、鳥取県、島根県の就
職サイトや就職説明会な
ど、両県が実施する新卒者
に対する就職支援の取組
が充実してきており、圏域４
市で取り組む「中海圏域就
職ナビ」や就職ガイダンスの
実施効果が薄れてきている
ため、今後の新卒者に対す
る就職活動支援の取組に
ついて、中海圏域４市で再
検討していくこととしている。

⇒次に掲げる取組を行います。
ア　地元企業に働きかけ、インター
ンシップ実施企業を開拓します。
イ　本市出身の大学等卒業予定者
に対し、本市及び本市周辺の企業
ニーズを含めたインターンシップ情
報を中海圏域の周辺都市（松江
市・安来市・境港市）と連携して運
営している情報サイトで発信しま
す。
ウ　県が実施する就業支援事業の
周知を図ります。
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

■都市圏等の高等教育
機関との交流連携協定
の締結
⇒平成２７年度におい
て、関西学院大学人間
福祉学部との交流連携
協定を締結します。

- - - 職員課

■交流連携協定に基づく
市の課題に関する講演
会・意見交換会の参加者
数《累計》
⇒平成３１年度までに、
１，０００人

交流連携協定に基づく市の課題
に関する懇談会、研修会及び講
演会を実施した。

１９３人

（参考）
平成２７年度（協
定締結前）の講
演会参加者数：
１８５人

Ｂ 引き続き、大学教授による
講演会等を実施することと
している。

職員課

■交流連携協定に基づく
学生のインターンシップ
受入及び市職員の短期
派遣研修に向けた協議
⇒早期の実現に向け、
協議します。

- - Ｘ 今後、交流連携協定に基づ
く学生のインターンシップ受
入及び市職員の短期派遣
研修の実現に向けて検討
することとしている。
（参考）
平成２８年度は、福祉政策
課の職員３名を関西学院大
学に派遣し、福祉分野の行
政課題解決に向けた助言を
受けた。また、関西学院大
学の学生７名を受入れ、交
流を図った。

職員課

Ⅱ-２

「若い力募
集中！」若
者の人口
流出抑制
と学生等
市外転出
者のふる
さと回帰促
進

平成２７年１１月
２９日に関西学
院大学人間福
祉学部との連携
協定調印済。

商工課

関西学院大学人間福祉学部と
の交流連携協定を締結した。

○本市においては、大学などへの
進学のため転出した若年者のふる
さと回帰が少ないため、若い世代
において大きな転出超過になって
おり、これが地元企業における若
年者の人材不足にもつながってお
り、人材確保が課題となっていま
す。とりわけ、今後の高齢化の進
行により福祉系人材の確保の必要
性も一層高まっています。また、本
市は、地元大学などの高等教育機
関との連携に努めていますが、今
後、福祉分野の行政課題などに適
切に対応していくためには、福祉系
の大学・学部など都市圏等の高等
教育機関との連携も視野に入れて
いく必要があります。

継続開催に向けて関係機
関と調整を進めることとして
いる。

⑤高校新卒
者の就業・
定着の促進

⑥都市圏等
の高等教育
機関との交
流連携協定
の締結によ
るインターン
シップ受入な
どの交流の
推進

⇒本市出身者のふるさと回帰を含
め学生の移住就労の促進による福
祉系人材の確保や福祉分野の行
政課題などへの対応に資する福祉
系の大学・学部など都市圏等の高
等教育機関と交流連携協定を締結
し、学生のインターンシップ受入の
ほか、市職員の短期派遣研修、市
の課題解決に向けた助言・共同研
究などの交流連携を推進します。

○県内では、高校新卒者が就職
後、早期に離職する割合（離職率）
が３年後４２．９％（平成２３年３月
卒業。全国：３９．６％）と全国に比
較して高く、１年後も２５．３％（平成
２５年３月卒業）と非常に高い値と
なっています。早期離職の要因
は、企業の人材育成、また、本人
の心理面など様々な課題によるも
のであると思われますが、高校卒
業予定者への企業情報・就職情
報・労働関連情報の提供が十分で
なく、本人と企業との意識の間に
ギャップが存在していることも考え
られます。早期離職は、結果として
市外への転出による再就職の可能
性を高めることから、高校新卒者の
就業・定着を促進することが求めら
れています。

⇒高校卒業予定者に対する「働くこ
とは大変だけど楽しい！！講演会」
を開催し、就労に対する意識の向
上を図るとともに、就業・定着につ
ながる各種情報を提供します。

㈱日本政策金融公庫、県立米
子高校と共催し、高校生を対象
に講演会（出前授業）を開催し
た。
・実施回数：２回

■働くことは大変だけど
楽しい！！講演会参加
者数《年間》
⇒５年後（平成３１年度）
において、２００人

３０３人

（内訳）
・第１回：１５３人
・第２回：１５０人

-Ａ -
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

③子どもた
ちによる市
の魅力の再
発見（自ら市
内巡りコース
などをプロ
デュースす
ることによる
郷土愛の醸
成）

○本市では、大学進学や就職を契
機に都会など市外に転出する若い
世代が多く、人口減少抑制の観点
から、若者の市内への定着、また
は転出後のＵターンを促進していく
ことが課題となっています。若者が
都会などに進学・就職したいと思う
背景には、都会など他の都市の魅
力的な生活・雇用あるいは夢の実
現の機会などを希求している面が
ある一方で、子どもたちが大学進
学や就職を迎えるまでに、都会に
はない本市の魅力を認識し、本市
に住み続けたいと思えるような郷土
愛の醸成を図る取組が不足してい
るとも考えられます。

⇒自ら市内巡りコースなどをプロ
デュースするなど、子どもたちに対
し、大人たちが気づかない市の魅
力を再発見する体験を「子どもが選
ぶ米子の自慢」の作成を通じて提
供し、郷土愛の醸成につなげます。
加えて、「子どもが選ぶ米子の自
慢」を活用し、再発見した市の魅力
を情報発信します。

■「子どもが選ぶ米子の
自慢」の参加人数
⇒平成２９年度におい
て、１００人

- - Ｘ （参考）
平成２９年度は、国際交流
フェスティバルにおいて、
「米子」をテーマとした子ども
対象のブースを設置し、子
どもたちに市の魅力を再発
見してもらうこととしている。

- - 生涯学
習課

引き続き、各教科・領域に
おける活用を図り、また、有
効な実践等を市内全域に広
げていくこととしている。

１５，０００部

（内訳）
上巻（小学１～４
年生用)
　７，０００部
下巻（小学５～
中学３年生用)
　８，０００部

- 学校教
育課

（参考）
平成２７年度に把握した市
内学校のニーズを踏まえ、
行政機関・民間企業・各種
団体等と情報交換及び講師
依頼を行った。平成２８年度
末で、５名程度の講師の確
保ができたが、内容等の
ジャンルの幅も狭く、十分な
ニーズを満たしていない状
態である。引き続き、ボラン
ティア講師数及び講演内容
のジャンルを更に増やすな
ど、事業実施に向けて取り
組むこととしている。

○平成２６年の中央教育審議会答
申「道徳に係る教育課程の改善等
について」において、道徳を特別教
科とし、検定教科書と併せて各地
域に根ざした郷土資料などの多様
な教材を活用することの重要性が
示されました。他方、本市において
は、大学などへの進学のため都会
などに転出し、地元以外で就職す
る若者が多いことから、若者の人
口流出抑制を図っていくため、子ど
もたちへの郷土愛の醸成を図る必
要があります。これらのことから、
道徳等の学習において郷土資料等
を活用し、子どもたちの道徳性をさ
らに養うとともに、郷土愛の醸成に
より将来の地元での就業・定着や
大学等進学後のふるさと回帰促進
につなげていくことが求められてい
ます。

■「ふるさと米子の先人
に学ぶ郷土資料」の作成
数《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
において、２７，０００部

１７，７６５部

※平成２８年度：
２，７６５部
（内訳）
上巻（小学１～４
年生用)
　１，４００部
下巻（小学５～
中学３年生用)
　１，３６５部

Ａ

Ｘ■小中学生向け「米子で
働く人から学ぶ」人材リ
スト（講師）を活用した学
校の割合
⇒５年後（平成３１年度）
において、１００％

- --

「ふるさと米子の先人に学ぶ郷
土資料集」を増刷し、本市小学
校の新１年生（上巻）と新５年生
（下巻）全児童に配布した。各学
校において、道徳や総合的な学
習の時間などを中心に年間指
導計画の中に位置づけ、各教
科・領域のねらいとあわせて、郷
土愛の醸成を図った。

②小中学生
向け「米子で
働く人から学
ぶ」講座の
開設

①ふるさと米
子の先人に
学ぶ郷土資
料による郷
土愛の醸成

○本市においては、大学などへの
進学のため都会などに転出し、地
元以外で就職する若者が多いこと
から、若者の人口流出抑制を図っ
ていくことが必要です。また、全国
学力・学習状況調査における中学
校３年生への質問紙調査では、将
来の夢や目標の有無、地域への関
心度等の項目で、全国平均よりも
低い状況があります。本市の小中
学校においては、現場体験も含め
た職業・仕事に関する学習を行っ
ていますが、子どもたちに対し、将
来の地元での就業・定着や大学等
進学後のふるさと回帰につなげる
ため、さらに学習の機会を提供す
ることが、郷土愛の醸成の観点を
含めて必要です。

⇒教職員に、希望する講座内容を
聞き取った上で、行政機関・民間企
業・各種団体等の協力を得て、そ
れぞれの職場の仕事の概要や職
業観等を伝えていただくボランティ
ア講師を募り、小中学生向け「米子
で働く人から学ぶ」人材リストを作
成し、小中学校における活用を促
進します。講座は、段階的に協力
が得られる行政機関・民間企業・各
種団体等を増やすことにより、リス
ト化・メニュー化を図り、学校が活
用しやすいものとします。

学校教
育課

子どもたちの郷土愛の醸成を図
るため、『郷土資料集』を編集、
印刷し、市内小中学校全児童生
徒に配布し、道徳等の教材とし
て活用した。

Ⅱ-３

郷土を愛
する「よな
ごっ子」の
人材育成

⇒本市にゆかりのある先人の業績
や本市の発展に寄与した事業など
を題材にした「ふるさと米子の先人
に学ぶ郷土資料」を作成し、道徳等
の教材として活用することにより、
郷土愛の醸成を図ります。

15



Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

②中心市街
地商店街の
魅力度を高
める取組（ブ
ラッシュアッ
プ）の促進

○本市は、山陰の大阪、商都米子
と称され、商業のまちとして発展
し、とりわけ中心市街地商店街は
大変な賑わいを見せていました。し
かしながら、近年は、商業施設の
郊外立地、消費行動の変化などに
より、空き店舗の増加などの空洞
化が生じ、往年の賑わいはありま
せん。このため、市は、既存の商店
街をブラッシュアップし、魅力を高
める取組を実施する商店街振興組
合等を支援してきましたが、引き続
き、中心市街地商店街の魅力度を
高める取組を促進していく必要が
あります。

⇒引き続き、各商店街の特性を活
かした魅力度を高める取組を促進
するため、中心市街地商店街の環
境整備を支援します。

■商店街振興組合等に
おける環境整備件数《累
計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、１３件（平成２１
年度～平成２６年度累
計：６件）

市ホームページや県内施策説
明冊子に支援制度の内容を掲
載し、周知を行うとともに、環境
整備事業の実施に向け、関係
者と協議を重ねたが、制度の利
用実績はなかった。

６件
※平成２８年度
実績なし

Ｃ 商店街組織との意見交換を
積極的に行い、中心市街地
商店街が必要とする環境整
備を支援していくこととして
いる。

本市の広報手段を活用するとと
もに、県内施策説明冊子への掲
載、施策説明会での紹介による
周知を行い、併せて、商店街組
織の代表者への制度の説明を
行った。
また、、鳥取県と共に商店街代
表者との意見交換を実施し、利
用促進に繋がる制度改善を行っ
た。
商店街の環境整備事業の実施
計画について、商店街組織とと
もに計画立案から相談に乗り実
施の検討を行った。

６件
※平成２７年度
実績なし

商工課

- - 都市計
画課

都市計
画課

○米子駅南北自由通路等の整備
に伴い、ＪＲ米子駅ビルの一部を解
体する必要がありますが、これを契
機に関係者（ＪＲ米子支社、県及び
市）において、米子駅及び周辺の
賑わい創出並びに駅利用者の利
便性の向上への取組の一環とし
て、解体後の跡地に新駅ビルを建
設する構想に関する協議が行われ
ています。この新駅ビル建設構想
においては、建設の必要性、建設
する場合の事業主体、ビルの機能
や規模等、必要な行政支援などに
ついて関係者による早期の協議・
調整が求められています。

-①－Ａ　米子
駅及び周辺
の賑わい創
出への取組
（米子駅南
北自由通路
の整備、米
子駅南広場
の整備）

○米子駅周辺は、ＪＲ山陰本線で
駅南・駅北地区に分断されており、
両地区の連携の不足や移動の円
滑化、歩行者の回遊性などが課題
となっており、交通結節点としての
機能強化や駅南地区の利便性を
図り、都市機能が概ね集積してい
る駅北地区との連携を強化し、本
市の玄関口にふさわしい都市環境
の創出を図る必要があります。

⇒南側の玄関口となる駅南広場
や、駅南・駅北地区を連絡する自
由通路を整備します。

-

Ｘ 工事着手に向け関係機関と
協議を行った結果、ＪＲ新支
社ビルの建設位置が、賑わ
い創出の観点から駅北広
場隣接地に決定（既存建物
の解体が必要）となり、これ
に伴い事業スケジュールの
見直しが必要となった。引き
続き、関係者と連携を図り
ながら平成３４年度の事業
完成を目指して取り組むこ
ととしている。
《変更後のスケジュール》
・自由通路：平成３２年度工
事着手
・駅南広場：平成３３年度工
事着手

（参考）
事業着手までの経過概要
は、次のとおり。
【平成２７年度】
・自由通路、駅南広場等の
予備設計及び補償予備調
査の実施
【平成２８年度】
・都市計画決定、事業認可
・補償本調査、駅南広場詳
細設計、ＪＲ西日本に対す
る補償の一部等の実施

引き続き、関係者と連携を
図りながら協議・調整を進
め、新駅ビル建設構想の具
体化を図ることとしている。

新駅ビルの事業
主体について
は、ＪＲのグ
ループ会社に決
定。また、新駅
ビルには行政機
関も入る方向で
調整中。

Ｂ①－Ｂ　米子
駅及び周辺
の賑わい創
出への取組
（新駅ビル建
設構想への
対応）

⇒引き続き、関係者による新駅ビ
ル建設構想に関する協議・調整を
進め、その結果に基づき必要な対
応を行います。

米子駅南北自由通路等整備事
業協議会（構成：鳥取県統轄
監、ＪＲ米子支社副支社長、米
子市副市長）における協議によ
り、新駅ビルの事業主体が決定
した。

■米子駅・新駅ビル構想
に関する協議・調整
⇒早期に結論を得ます。

-

Ⅱ-４

中心市街
地の魅力
アップ

■米子駅南北自由通路・
米子駅南広場整備の工
事着手
⇒平成３０年度の工事着
手を目指します。

-
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

③中心市街
地空き店舗
への出店の
促進

○本市は、山陰の大阪、商都米子
と称され、商業のまちとして発展
し、とりわけ中心市街地商店街は
大変な賑わいを見せていました。し
かしながら、近年は、商業施設の
郊外立地、消費行動の変化などに
より、空き店舗の増加などの空洞
化が生じ、往年の賑わいはありま
せん。このため、市は、空き店舗に
出店する商業者などへの支援、新
規商業者参入者の支援を行ってき
ましたが、引き続き、中心市街地空
き店舗への出店を促進していく必
要があります。

⇒引き続き、中心市街地空き店舗
への出店を促進するため、空き店
舗に出店する商業者などへの支
援、新規商業者参入者の支援を行
います。

■中心市街地商店街空
き店舗への出店数《累
計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、１１３店舗（平成
１４年度～平成２６年度
累計：７８店舗）

市ホームページや県内施策説
明冊子に支援制度の内容を掲
載し、周知を行ったが、空き店舗
等への新規出店はなかった。
なお、新規商業参入を促進する
取組としてチャレンジショップを
運営し、新規商業参入者の起業
につながる支援を行った。

８２店舗
※平成２８年度
実績なし

Ｃ 商店街振興組合・商工会議
所・まちなかディベロッパー
等と連携し、中心市街地商
店街の空き店舗等への出
店を促進する方策を検討す
る。
また、チャレンジショップを
引き続き運営し、新規商業
参入者の中心市街地への
出店を支援していくこととし
ている。

本市の広報手段を活用するとと
もに、県内施策説明冊子への掲
載、施策説明会での紹介による
事業の周知を行った。
また、中心市街地の需要にあわ
せ、支援対象となる業種の拡大
を行った。

８２店舗
※平成２７年度
新規：４店舗

商工課

④中心市街
地における
空き家を活
用したコミュ
ニティビジネ
スの創出・地
域コミュニ
ティの再生
促進

○本市の中心市街地は、これまで
の長い歴史の中で様々な都市機能
が集積されるとともに、交通網も中
心市街地を起点に整備され、経済・
社会の発展に大きな役割を果たし
てきましたが、近年は、商業施設の
郊外立地、消費行動の変化、少子
高齢化の進展などにより、居住人
口の減少や空き店舗の増加などの
空洞化が生じています。このような
中で、中心市街地の活性化はもと
より、空き家等の対策、地域コミュ
二ティの再生が課題となっていま
す。

⇒中心市街地における空き家等を
活用したコミュニティビジネスの創
出・地域コミュ二ティの再生促進を
図るため、個人事業者や企業等が
行うまちなかコミュニティの活性化
及びコミュニティビジネスの創造の
取組を支援します。

■中心市街地における
空き家等の活用件数《累
計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、５件

中心市街地活性化協議会と連
携して、複数の物件について関
係者と協議・検討したが事業化
に至らなかった。

１件
※平成２８年度
実績なし

Ｃ 引き続き、中心市街地活性
化協議会と連携して物件の
掘り起しと事業化に向けて
取り組むこととしている。

補助事業として以下の事業を支
援した。
・事業名：米子まちなかプロジェ
クト“わだや小路”事業
・事業内容：2階建ての空き店舗
を、レンタルスペース、レンタル
オフィス、ゲストハウスの機能を
持つ複合施設に改装した。平成
28年2月オープン。
・事業主体：ＮＰＯ法人まちなか
こもんず

１件

（参考）
・ゲストハウス
（９床）
平均稼動率（２
～４月）：２７％
・レンタルスペー
ス（３スペース）
平均稼働率（２
～４月）：２５．
１％

地域政
策課

■本市の魅力や特色あ
る取組等のＰＲ動画の作
成件数《累計》
⇒平成２９年度までに、１
２件

１０件
※平成２８年度：
４件

Ａ 引き続き、市の魅力や特色
ある取組等の情報収集に
努め、SNS等を活用しなが
ら情報発信に取り組むこと
としている。

６件 観光課

■首都圏等での隊員に
よる情報発信活動件数
《累計》
⇒平成２９年度までに、４
０件

３５件
※平成２８年度：
２３件

Ａ 引き続き、ＰＲ内容等を精査
しながら、より効果的の高い
情報発信を検討していくこと
としている。

１２件 観光課

平成２７年９月に地域おこし協力
隊の委嘱・任用を行い、１０月に
情報発信拠点兼観光案内所「米
子情報局どげな？」をオープンし
た。
以降、日々ＳＮＳとポップカル
チャーを活かした情報発信と地
域への定着化に取り組み、右記
ＫＰＩ目標以外にも、自主イベント
の開催や各種交流事業への参
画（１７件）、加えて、地元メディ
ア等への出演（４２件）を行った。
また、鳥取県発アニメ「こども刑
事めめたん」にも２名の隊員が
声優として出演した。

①地域おこ
し協力隊に
よるＳＮＳ等
を活用した
情報発信

○本市は、全国からの観光客の誘
致の推進や移住定住の促進に向
けた各種の情報発信事業に取り組
んでいますが、依然、全国的に本
市の知名度は高いとは言えませ
ん。また、従来の情報発信の手法
では、膨大な自治体情報の中から
本市の情報に興味をもってもらうの
は容易なことではなく、多大なコスト
も必要とします。このことから、ＳＮ
Ｓ等を活用した新たな手法により、
観光客の誘致の推進や移住定住
の促進に向けた情報発信を強化す
る必要があります。

昨年に引き続き、SNSとポップカ
ルチャーを活用し、PR動画の作
成及び首都圏等における活動を
主とした情報発信に取り組ん
だ。
また、次のとおり地域と連携した
様々な情報発信を展開した。
①ケーブルテレビやラジオ番
組、新聞等にレギュラー出演す
るなど地元における活動の幅の
拡大。
②誰でも自由に使用できるフォト
ライブラリサイト「米子写真館ど
げな？」のオープン。
③米子市観光協会と連携した
「大人達の社会見学」PRパンフ
レットの作成。

⇒国の「地域おこし協力隊制度」を
活用し採用する隊員により、中心
市街地に新設する情報発信拠点に
おいて、地域のポップカルチャーを
推進し、活性化を図っている民間
団体と一体となり、ポップカル
チャーとＳＮＳを活用した独自の情
報発信事業を展開します。

※「ポップカルチャー（pop
culture）」は、マンガ、アニメなどの
大衆文化。
※「ＳＮＳ」は、Facebook、LINEなど
のソーシャル・ネットワーキング・
サービス。

Ⅱ-４

中心市街
地の魅力
アップ

Ⅱ-５

　「ヨナゴ
がい～
な！」市の
魅力の内
外への情
報発信
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

■部門共同で作成・送付
するパンフレット等の作
成数《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、４件

米子市周辺観光ガイド「米子ゆ
る旅」をふるさと納税寄付者へ
の「市民体験パック」の中で配布
した。

１件 Ａ 引き続き、「米子ゆる旅」の
配布を行うことで、観光誘客
促進を図ることとしている。

- - 観光課

■観光部門・ふるさと納
税部門が共同で行うイベ
ント等でのＰＲ件数《累
計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、８件

７月に高島屋京都店で開催され
た、ふるさと納税フェアに観光部
門・ふるさと納税部門で参加し
PRを行った。
また、秋季から冬季にかけて、
誘客促進及びふるさと納税の情
報発信を目的として、皆生温泉
宿泊者に対し、「市民体験パッ
ク」のプレゼントを行った。

２件 Ａ 今後も機会を捉えて、観光
部門・ふるさと納税部門、そ
の他関連部門とが一体と
なって行うイベント等におい
てＰＲを行うこととしている。

- - 観光課

■米子市観光協会が実
施する「大人達の社会見
学」の事業数《年間》
⇒平成２８年度におい
て、１２事業（平成２６年
度：８事業）

１２事業 Ａ １１事業 観光課

■米子市観光協会が実
施する「大人達の社会見
学」の参加者数《年間》
⇒５年後（平成３１年度）
において、２，７００人（平
成２６年度：８９０人）

２，１０５人 Ａ ２，２０１人 観光課

②ふるさと納
税寄付者に
対する観光
誘客促進
（宿泊優待
券など特典
の新設等）

○本市のふるさと納税事業による
寄付は、全国の自治体の中でも
トップクラスの実績（平成２６年度：
約４万件・累積約７万８千件）があ
り、大きな情報発信力を持っている
ことから、ふるさと納税寄付者に対
し、この情報発信力を最大限活用
し、観光客の誘致につなげていく必
要があります。

⇒観光関連団体や各種事業者の
協力を得て、ふるさと納税事業にお
いて宿泊優待券など特典を新設
し、また、共同のアピール事業、
キャンペーン事業等を実施すること
により、ふるさと納税・寄付者に対
し、本市への観光誘客促進を図り
ます。

■ふるさと納税寄付者に
対する観光誘客促進に
向けた観光関連団体等
の協力件数《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、２０件

ふるさと納税寄付者の中から抽
選で、皆生温泉旅館組合加入
旅館で使用できる宿泊券をプレ
ゼントするキャンペーンを皆生
温泉旅館組合と共同で行った。

１件 Ｃ 今後も同様のキャンペーン
の継続並びに新たに共同
のアピール事業を行う協力
団体の獲得に努めることと
している。

- - 観光課

①コアな米
子の魅力の
発掘・発信

○近年、体験型・交流型の要素を
取り入れた旅行が注目されており、
これまで観光資源として認識されて
いなかった地域固有の資源を活用
した新たな切り口による付加価値
の高い旅行商品を造成することが
求められています。このような中
で、種々の特定分野に対し強い関
心を持つコアな層（マニア）は、魅
力を感じたものに対して惜しみなく
資金・時間をかける傾向にあるた
め、本市でも、既に米子市観光協
会において「大人達の社会見学」を
実施し、コアな層をターゲットにした
取組が行われています。

「大人たちの社会見学」の充実
のため、米子市観光協会ととも
に、新規の会社訪問、新しいパ
ンフレット作成のための取材を
行った。なお、パンフレットの作
成は、地域おこし協力隊も協力
した。

「大人達の社会見学」の開催協
力を行った。

②ふるさと納
税寄付者に
対する観光・
イベントの情
報発信

○本市のふるさと納税事業による
寄付は、全国の自治体の中でも
トップクラスの実績（平成２６年度：
約４万件・累積約７万８千件）があ
り、大きな情報発信力を持っていま
すが、これを最大限に活用する体
制が構築されていません。ふるさと
納税事業を活用し各種の情報発信
事業に取り組むことで、本市の知
名度アップと観光客の誘致につな
げていく必要があります。

引き続き、米子市観光協会
が行う「大人達の社会見学」
の充実を支援することによ
り、コアな米子の魅力の発
掘・発信を図ることとしてい
る。具体的には、平成２８年
度末に完成した新しいパン
フレットを活用し、更なる事
業増を目指し、参加者の増
加につなげる。

Ⅱ-５

　「ヨナゴ
がい～
な！」市の
魅力の内
外への情
報発信

Ⅱ-６

「交流人口
拡大中！」
観光客・コ
ンベンショ
ンの誘致
の推進

⇒米子市観光協会が行う「大人達
の社会見学」の充実を支援すること
により、コアな米子の魅力の発掘・
発信を図ります。

⇒ふるさと納税寄付者への情報発
信の体制を構築し、観光・イベント
情報を他の情報とともに積極的に
発信します。また、県外のイベント
等において、ふるさと納税の増加に
つなげる情報発信に取り組み、ふ
るさと納税寄付者のサポーターとし
ての定着、本市への観光誘客促進
を図ります。
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

③農と食・
ポップカル
チャー秋の
大文化祭の
開催

○本市においては、様々な団体に
より各種のイベントが開催されてい
ますが、連携が不十分であり、賑
わいの創出や経済効果の点で、情
報発信力や集客力に課題がありま
す。このため、個々に開催されてい
るイベントを同時多発的に一体的
に開催することにより、情報発信力
を高め、また、点のイベントから面
のイベントへの変化をさせ、回遊性
を高めることで、消費時間の延長
や宿泊につなげ、観光産業（宿泊・
飲食・輸送・土産物など）の活性化
を図る必要があります。

⇒ポップカルチャーの総合イベント
である「ヨナゴワンダー！」と「農と
食のイベント」との共同による「農と
食・ポップカルチャー秋の大文化
祭」の開催に取り組みます。その
後、年次的に、他の各種イベントと
も共同開催を進めることにより、将
来的に県西部圏域での秋の最大イ
ベント化を目指します。

■秋の大文化祭総来場
者数
⇒５年後（平成３１年度）
において、１０万人

農と食のフェスタと米子映画事
変の開催を支援した。

具体的には、これらの開催に合
わせてヨナゴワンダーとして「よ
なご歩き愛です」、「出張ファブラ
ボ」、「じしょう米子無料上映会」
を開催し、毛色の違う二つのイ
ベントを繋ぐ催しとなるよう工夫
した。
また、イベントガイドを作成し、自
治連合会の協力のもと冊子を全
戸配布していただき、イベントの
周知を行った。

９７，１９２人
（内訳）
農と食のフェス
タ：４５，０００人
米子映画事変：
１８，７６０人
ヨナゴワンダー
関係：３，４３２
人
肉フェス：３０，０
００人

（参考）
H２７各イベント
の合計：９２，１
００人

Ａ 来場者数の集中により、県
外来場者等からホテルに空
きがないなどの苦情が聞こ
える状況となっている。この
対応策として、農と食のフェ
スタと同時開催していた米
子映画事変を平成２９年度
は別日程で開催する予定と
しているが、今後、イベント
の有効な開催手法等につ
いて研究することとしてい
る。

- - 観光課

■電柱アート本数《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、４０本

法勝寺商店街に地元のキャラク
ター「法勝寺七福神」を盛り込ん
だイラストを公募し、電柱に設置
した。

４本 Ｃ 設置場所及び本数、内容等
について十分に検討し、引
き続き事業を推進することと
している。

- 観光課

■壁画アート件数《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、３件

- - Ｘ 電柱アートと合わせ、実施
場所及び内容等について十
分な検討を行い、事業を推
進することとしている。

- 観光課

■コンベンションの誘致
件数《年間》
⇒５年後（平成３１年度）
において、１３１件（平成
２６年度：８７件）

１３１件 Ａ １２１件 観光課

■コンベンション参加者
数《年間》
⇒５年後（平成３１年度）
において、３万５千人（平
成２６年度：２６，８１８人）

３１，１２４人 Ａ ２７，１８３人 観光課

Ⅱ-７

「伝えよ
う！おもて
なしの心」
外国人観
光客対策
の推進

①外国人観
光客の誘致
促進

○国が、２０２０年の外国人観光客
４千万人の誘客を目指して積極的
に事業展開している中、県西部圏
域では、米子鬼太郎空港の国際定
期便や国際チャーター便、定期貨
客船ＤＢＳクルーズフェリーの就
航、大型クルーズ客船の寄港によ
り、訪日外国人観光客を本市に誘
客する好機を迎えており、この機会
を経済効果として有効に活用する
ことが求められています。

⇒引き続き、県・市町村の枠組みを
越えた広域的な観光エリアとして情
報発信するとともに、市内における
「免税店」や「銀聯カードを使用でき
る店舗」の拡大に取り組みます。

※「銀聯（ぎんれん／ぎんれい）
カード」は、中国の金融機関の連合
組織「銀聯」が発行するキャッシュ
カード・クレジットカード。

■免税店舗数
⇒５年後（平成３１年度）
において、３６店舗（平成
２６年度：１８店舗）

市内における「免税店」や「銀聯
カードを使用できる店舗」の拡大
に向け、県・市町村の枠組みを
越えた広域的な観光エリアとし
て情報発信に努めた。

２７店舗 Ａ 引き続き、県・市町村の枠
組みを越えた広域的な観光
エリアとして情報発信すると
ともに、県や民間事業者と
連携して、市内における免
税店や銀聯カードを使用で
きる店舗の拡大に取り組む
こととしている。

市内における「免税店」や「銀聯
カードを使用できる店舗」の拡大
に向け、県・市町村の枠組みを
越えた広域的な観光エリアとし
て情報発信に努めた。

２５店舗 観光課

④メディア芸
術の活用推
進

○平成２４年の「まんが王国とっと
り建国」を契機に、民間事業者によ
るポップカルチャーを活用した商業
化の取組が進められ、また、高校
生による「街中アート」を地域づくり
に活用する地域も見受けられま
す。このような中で、本市のまちづ
くりの一環、あるいは高校生など若
い世代への表現の場の提供とし
て、メディア芸術（アート・アニメー
ション・マンガ・エンターテイメント
等）の活用を推進する取組の必要
性が高まっています。

⑤コンベン
ションの誘致
の推進

受入態勢の整備・充実として、コ
ンベンション主催者への開催支
援、コンベンションビューローの
運営に対する支援を行った。
また、コンベンション誘致活動の
支援として、誘致会議への参
加、観光パンフレットの提供など
を行った。

受入態勢の整備・充実として、コ
ンベンション主催者への開催支
援、コンベンションビューローの
運営に対する支援を行った。
また、コンベンション誘致活動の
支援として、誘致会議への参
加、観光パンフレットの提供、会
議会場での観光案内などを行っ
た。

○コンベンション開催による経済波
及効果は非常に大きいため、全国
各地にコンベンション施設や誘致
組織が整備されています。これによ
り、開催地の誘致競争は激化して
おり、本市が、各種の大会・会議等
の開催地として選択されるために
は、良質なサービス、街の魅力、利
便性などの向上が求められていま
す。

⇒引き続き、受入態勢の整備・充
実、コンベンション誘致活動の支
援、アフターコンベンションの充実
に取り組みます。また、本市へのコ
ンベンション参加者をリピーターとし
ていくため、心のこもった歓待や
サービスなど「おもてなし」の向上
に努めます。

-

会議・大会等は、毎年定例
の開催ではないため、年に
よって偏りが出るが、継続し
た誘致活動が重要であるた
め、引き続き、公益財団法
人とっとりコンベンション
ビューローへの支援を積極
的に行うこととしている。

Ⅱ-６

「交流人口
拡大中！」
観光客・コ
ンベンショ
ンの誘致
の推進

⇒電柱アートによるアワードを創設
し、全国の高校生への公募により
優秀作品を選び、表彰するととも
に、これを電柱アートとして制作し
ます。これを通じて、メディア芸術
の市民への浸透を図るとともに、壁
画アートなどへの発展と芸術大学
等との連携を摸索しつつ、アワード
受賞者や作品制作者等にとっての
第二の故郷「メディア芸術ＣＩＴＹヨナ
ゴ」としての文化の創造を目指すこ
とにより、観光誘客にもつなげま
す。
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

②外国人を
受け入れる
地域国際化
の推進

○本市には、１，０００人を超える外
国人が在住しており、また、米子鬼
太郎空港の国際定期便や国際
チャーター便、ＤＢＳクルーズフェ
リーの就航、大型クルーズ客船の
寄航により、訪日外国人観光客も
増加してきています。このことから、
今後、市民が外国人に接する機会
も多くなるため、外国人にとって暮
らしやすい環境づくりや訪日外国
人観光客をおもてなしする市民意
識の醸成を図るなど、外国人を受
け入れる地域国際化の推進が必
要です。

⇒外国人を受け入れる地域国際化
の推進のため、在住外国人や諸外
国との交流を進める市民団体と協
働（実行委員会方式）で市民と在住
外国人との交流イベント「よなご国
際交流フェスティバル」を開催しま
す。また、これを通じて市民団体と
のネットワークの構築を図りつつ、
そのネットワークを活用して、市民
に対する地域国際化の意識啓発に
つなげます。

■よなご国際交流フェス
ティバル実行委員会へ
の参加団体数
⇒５年後（平成３１年度）
において、２４団体

次のとおり、市民団体と協働し、
「よなご国際交流フェスティバ
ル」を開催した。
・開催日：平成28年9月25日（日）
・会場：米子市文化ホール
・内容：ステージパフォーマン
ス、ワールドレストラン、活動紹
介・パネル展示、その他体験型
コーナーなど
・来場者数：約１，５００人

３１団体

（内訳）※重複
有り
・ステージパ
フォーマンス：８
団体
・ワールドレスト
ラン：１２団体
・活動紹介・パ
ネル展示：９団
体
・その他体験型
コーナー：８団体

Ａ 引き続き、地域国際化を推
進するため、更に多くの市
民団体と連携するとともに、
新たな在住外国人グループ
にも参加してもらえるよう、
イベントの周知に努めること
としている。

次のとおり、市民団体と協働し、
「よなご国際交流フェスティバ
ル」を開催した。
・開催日：平成27年9月21日（月・
祝）
・会場：米子市文化ホール
・内容：ステージパフォーマン
ス、ワールドレストラン、活動紹
介・パネル展示、その他体験型
コーナーなど
・来場者数：約１，２００人

１９団体

（内訳）※重複
有り
・ステージパ
フォーマンス：7
団体
・ワールドレスト
ラン：7団体
・活動紹介・パ
ネル展示：13団
体
・その他体験型
コーナー：10団
体

市民自
治推進
課

③国際交流
員による「お
もてなし中国
語・韓国語
講座」の開
催

○米子鬼太郎空港の国際定期便
や国際チャーター便、ＤＢＳクルー
ズフェリーの就航、大型クルーズ客
船の寄航により、訪日外国人観光
客が増加しており、外国語会話に
より訪日外国人観光客をおもてな
しするボランティアの養成が必要で
す。

⇒外国語会話により訪日外国人観
光客をおもてなしするボランティア
の養成に資するため、本市国際交
流員により、「おもてなし中国語講
座」及び「おもてなし韓国語講座」を
開催します。

■おもてなし中国語・韓
国語講座の受講者数《累
計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、４００人

国際交流員による「おもてなし中
国語・韓国語講座」を次のとおり
開催し、外国人観光客のおもて
なしを想定した会話練習やク
ルーズボランティア制度の紹介
などを行った。
①おもてなし中国語講座
・日程：H28.10.06～H29.01.12
（昼・夜の２部制）
・募集人員：各部20人
②おもてなし韓国語講座
・日程：H28.04.05～H28.06.14
（昼・夜の２部制）
・募集人員：各部20人

１５１人

※平成２８年度：
７１人
（内訳）
おもてなし中国
語講座
　講座回数：10
回
　昼の部：15人
　夜の部：20人
おもてなし韓国
語講座
　講座回数：10
回
　昼の部19人
　夜の部：17人

Ａ 平成２８年度は大型クルー
ズ客船寄港による乗客数が
前年の２倍に増加し、米子
鬼太郎空港の国際定期便
の利用者も増加しているこ
とから、今後も更なる外国
人観光客の増加が見込ま
れる。引き続き、おもてなし
講座を開催予定としており、
受講生募集の周知を図るほ
か、外国人観光客のニーズ
も多様化していることから、
このニーズに対応できるよ
う、必要に応じて講座内容
の変更を検討していくことと
している。

国際交流員による「おもてなし中
国語・韓国語講座」を次のとおり
開催し、外国人観光客のおもて
なしを想定した会話練習やク
ルーズボランティア制度の紹介
などを行った。
①おもてなし中国語講座
・日程：H27.9.29～H27.12.22
（昼・夜の２部制）
・募集人員：各部20人
②おもてなし韓国語講座
・日程：H27.10.1～H27.12.24
（昼・夜の２部制）
・募集人員：各部20人

８０人

（内訳）
おもてなし中国
語講座
　講座回数：10
回
　昼の部：20人
（応募数：23人）
　夜の部：20人
（応募数：26人）
おもてなし韓国
語講座
　講座回数：10
回
　昼の部20人
（応募数：21人）
　夜の部20人
（応募数：33人）

市民自
治推進
課

①自転車の
活用の推進
に関する庁
内研究会の
設置

平成２８年７月に「米子市自転車
活用推進研究会」を設置した。
平成２８年度の研究会の活動で
は、会議を３回開催し、また、先
進地視察（今治市・福井市）を行
うなど、自転車関連施策につい
ての調査・研究を行った。

○本市は、「国内トライアスロンの
発祥地」である皆生温泉を有し、ま
た、「ジャパンエコトラック」認定第1
号ルートであるシー・トゥー・サミット
ルート（境港～皆生～大山）が運用
され、さらには、中海サイクリング
ロード、白砂青松の弓ヶ浜サイクリ
ングコースやコグステーション（皆
生温泉などに設置された自転車ス
テーション）もあるなど、環境面はも
とより、スポーツや観光面で、ある
いは健康づくりに自転車を活用して
いく素地があることから、自転車の
活用の推進を視点にしたまちづくり
が求められています。

※「ジャパンエコトラック」は、サイク
リングを主としたアクティビティ（旅
先での遊び）を楽しみ、周遊しなが
ら地域の観光資源を満喫するジャ
パンエコトラック推進協議会が認定
するルート。

Ｘ 今後、さらに研究を進め、平
成２９年度内を目途に研究
成果を取りまとめることとし
ている。

地方創
生推進
課

⇒自転車の活用の推進を視点にし
たまちづくりに関し研究するため、
庁内に研究会を設置します。

- -

Ⅱ-７

「伝えよ
う！おもて
なしの心」
外国人観
光客対策
の推進

Ⅱ-８

自転車の
活用の推
進を視点
にしたまち
づくり

■自転車の活用の推進
を視点にしたまちづくり
の研究
⇒平成２９年度までに一
定の研究成果を得ます。

-
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

①結婚・妊
娠・出産・子
育てに係る
総合的学習
機会の提供
（ウェブ版ヨ
ネギーズ赤
ちゃんファミ
リー応援大
学）

○結婚・妊娠・出産・子育てを自分
の事として具体的なイメージができ
ていないため、漠然とした不安を持
つ者が少なくありません。このよう
な不安を解消し、結婚や出産への
前向きな取組を促すことが、未婚
化・晩婚化などによる少子化の抑
制の観点からも重要になっていま
す。

⇒結婚・妊娠・出産・子育てに係る
総合的学習機会を提供するため、
平成２６年度に実施した講演会「ヨ
ネギーズ赤ちゃんファミリー応援大
学」の内容を「ウェブ版ヨネギーズ
赤ちゃんファミリー応援大学」として
市ホームページに掲載するととも
に、冊子も作成して配布すること
で、その情報の活用を促進します。

■ヨネギーズ赤ちゃん
ファミリー応援大学冊子
配布部数《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、１，５００部

平成２６年度に開催した「ヨネ
ギーズファミリー応援大学」の全
10回の講座の概要を一冊にまと
めた冊子「結婚から子育て応援
ブック」を、国の地域少子化対策
重点推進交付金を活用し作成し
た。（１，５００部）
また、同じ内容を市のホーム
ページに掲載した。
高校生向けのプレマタニティー
スクールで配布し、若い世代
が、結婚・妊娠・出産に対する具
体的なイメージを持ってもらえる
ように情報提供を行った。

１２０部 Ｃ 引き続き冊子を活用し、主
に若い世代に向けて情報の
提供を行ない、結婚・妊娠・
出産に向けて具体的なイ
メージを持ってもらうことで
前向きな機運の醸成を図っ
ていく。また、配布先を広
げ、配布数を増やす。事業
の効果検証に不可欠である
アンケートについて、多くの
回答が得られるように収集
方法を見直していくこととし
ている。

- - 健康対
策課

②若年者に
対する結婚
への意識の
醸成

○ライフスタイルの変化や経済的
な事由等により、若い世代の未婚
化・晩婚化及びこれに伴う晩産化
が進行しており、これらが少子化の
要因ともなっています。このため、
若年者に対し、結婚に伴う必要な
知識や意識の向上を図ることが必
要です。

⇒若年者に対し、結婚や出産、子
育てに関する知識やライフデザイ
ンの構築に資する適切な情報を提
供するためセミナーを開催し、その
結婚への意識の醸成を図ります。

■結婚等に関するセミ
ナーへの参加者数《累
計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、３００人

平成２８年１１月に「２０歳代独
身男女向けライフプランセミ
ナー」を交流イベントとともに開
催した。講師には、産婦人科看
護師、婚活支援団体役員を招い
た。
参加者：２１人（男性１０人、女性
１１人）

２１人 Ｃ 引き続き、若年層向けの結
婚等に関するセミナー・婚
活イベントをＮＰＯ等への委
託により実施することとして
いる。また、平成２９年度に
おいては、ワーク・ライフ・バ
ランス推進月間記念イベン
ト（講演会等）と連携した取
組も計画している。

- - 地方創
生推進
課

③結婚を希
望する若者
への出会い
の場の提供

○中海・宍道湖・大山圏域の構成
市町村とＮＰＯ等の共同で婚活イベ
ントを開催していますが、結婚を希
望する若者がより多く参加し、結婚
の希望が叶うよう、さらに多くの出
会いの場を提供する必要がありま
す。

⇒引き続き、中海・宍道湖・大山圏
域の婚活イベントを実施するととも
に、加えて市内の結婚を支援する
ＮＰＯ等が開催する婚活イベントへ
の助成等を行うことにより、さらに
多様な出会いの場を創出します。

■婚活イベントへの参加
者数《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、５００人

中海・宍道湖・大山圏域出会い
の場づくり事業実行委員会にお
いて、婚活イベント「Ｕｎ－Ｐａｋｕ
ｍｅｅｔｉｎｇ　２０１６」を実施した。
参加者のうち、１組が結婚、３組
が交際中（平成２９年３月時点）
である。
①米子会場（平成２８年９月１９
日）参加者：９０人、うち米子市
在住者３８人
②松江会場（平成２８年９月２５
日）参加者：８８人、うち米子市
在住者９人

１１５人
※平成２８年度：
４７人

Ｃ 引き続き、出会いの場づくり
事業実行委員会による婚活
イベントを実施することとし
ている。なお、参加者数（米
子市在住者）が前年に比べ
て減少していることから、独
身男女に対するイベントの
周知を改めて徹底していく。
また、婚活イベントへの助
成等については、引き続
き、検討課題としている。

次のとおり、中海・宍道湖・大山
圏域出会いの場づくり事業実行
委員会において、婚活イベント
「Ｕｎ－Ｐａｋｕ　ｍｅｅｔｉｎｇ　２０１
５」を実施し、１組が結婚、７組が
交際中（平成２８年３月時点）で
ある。
①米子会場（平成２７年１０月１
１日）参加者：１２３人、うち米子
市在住者５２人
②松江会場（平成２７年１０月２
５日）参加者：１２８人、うち米子
市在住者１６人

６８人 地方創
生推進
課

■保育料の無償化の対
象となった第３子以降の
子どもの数（無償化実施
時）
⇒平成２７年９月（無償
化実施時）において、８８
２人【実施後、当面継続）

- 平成２７年９月
制度化

（参考）
平成２８年度：
１，１５５人

第３子以降の保育料無償化を
制度化し、平成２７年９月から実
施した。

平成２７年９月
制度化

■保育料の無償化の対
象となった第２子の子ど
もの数（無償化実施時）
⇒平成２８年４月（無償
化実施時）において、１８
５人（実施後、当面継続）

平成２８年４月に第２子（低所得
世帯・第１子と同時在園に限る）
の保育料無償化を実施した。

平成２８年４月
制度化

（参考）
平成２８年度：２
７８人

Ａ - -

Ⅲ-１

「結婚から
子育てま
で！」総合
的学習機
会と結婚
につなが
る出会い
の場の提
供

Ⅲ-２

子育て世
帯への経
済的支援

引き続き、子育て世帯への
経済的支援の一環として取
り組むこととしている。

①多子世帯
等に対する
保育料の無
償化

○我が国の少子化は、未婚化・晩
婚化の進行、子育て世帯の経済的
な負担感による出生数の低下のほ
か、その他様々な要因が絡み合っ
て進行しています。国立社会保障・
人口問題研究所の２０１０年の調
査によれば、理想の子どもの数が
２人と答えた夫婦の割合は約５
０％、３人は約４０％、４人以上は
約５％、１人は約４％となっており、
半数近くが３人以上の子どもを持
つことを望んでいます。しかし、３人
以上の子どもを持つことは、子育
て、教育など様々な面で経済的な
負担が大きくなり、そのことが第３
子以降の子どもを持てない最大の
理由となっており、多子世帯に一層
の配慮を行い、３人以上の子ども
が持てる環境を整備する必要があ
るとの考えが、国の少子化対策大
綱において示されています。

⇒子育て世帯への経済的支援の
一環として、第3子以降の子どもに
係る保育料の無償化及び第２子の
子どもに係る保育料の一部無償化
（低所得世帯・第１子同時在園の場
合）を行います。

こども
未来課
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

Ⅲ-２

子育て世
帯への経
済的支援

②小児特別
医療費助成
に係る対象
年齢の拡大

○子育て世帯の経済環境の問題
は、少子化の要因の一つと言われ
ており、少子化対策として、子育て
世帯への経済的支援が求められて
います。本市では、子どもが安心し
て医療を受けられるよう子育て世
帯を経済的に支援する小児特別医
療費助成を実施していますが、そ
の対象は中学生までとなっていま
す。

⇒子育て世帯への経済的支援の
一環として、小児特別医療費助成
に係る対象年齢を１８歳（現行１５
歳）まで拡大します。

■小児特別医療費助成
対象者数（対象年齢拡大
分）
⇒平成２８年度（対象年
齢拡大時）において、４，
５００人（実施後、当面継
続）

- 平成２８年４月
制度化

（参考）
平成２８年度４月から小児
特別医療費助成に係る対
象年齢を１８歳（現行１５歳）
まで拡大し、当面継続実施
することとしている。

対象年齢の拡大に向け必要な
準備を行った。

平成２８年４月
制度化

保険年
金課

①保育所等
の待機児童
解消のため
の受入れ人
数の拡大

○本市の保育所等では、年度当初
において総定員の上で待機する児
童は発生してはいませんが、その
後の出生や母の育児休業からの
復帰などにより、年度中途において
待機児童が発生（平成２６年１０
月：６３人）しています。他方、総定
員の上での待機児童に位置付けさ
れないものの、保護者の保育所等
の選択希望が供給にそぐわず、結
果として自宅において保育されて
いる潜在的な需要（平成２７年３
月：２１６人）も発生しています。

⇒保育所等の待機児童解消のた
め、子ども子育て支援事業計画に
基づき、受入れ人数の拡大（潜在
的な需要に対するものを含む。）を
図ります。また、引き続き、保護者
の保育所等の選択希望への調整
を図ります。

■認定子ども園・保育所
などの受入れ人数
⇒５年後（平成３１年度）
において、２，２３３人（平
成２７年度見込み：２，０
１７人）
※当該人数は、教育・保
育施設及び地域型保育
事業（家庭的保育事業）
における３号認定（子ど
もが満３歳未満で保育を
希望する場合）の子ども
の受入れ人数。

低年齢児の受け入れ数を拡大
し、平成２８年度に１４４人分の
定員増を図った。

（参考）平成２８年１０月待機児
童：３４人

１，９０１人（定
員数）

（参考）
実入所者数：２，
０５２人

Ａ 引き続き、保育所等の待機
児童解消に向け取り組むこ
ととしている。

低年齢児の受け入れ数を拡大
し、平成２７年度に１２４人分の
定員増を図った。

（参考）平成２７年１０月待機児
童：３５人

１，７５７人（定
員数）

（参考）
実入所人数：１，
９１０人

こども
未来課

②放課後児
童クラブの
待機児童解
消のための
受入れ人数
の拡大

○放課後児童健全育成事業にお
ける放課後児童クラブに関する
ニーズ調査等（潜在ニーズを含
む。）によると、必要な定員の総数
に対し供給が不足し、待機児童が
発生しています。（平成２７年度見
込み：需要2，284人に対し、供給の
不足８５４人）また、市の施設であ
る「なかよし学級」においても、入級
できない児童があります。

⇒放課後児童クラブの待機児童解
消のため、子ども子育て支援事業
計画に基づき、受入れ人数の拡大
（潜在的な需要に対するものを含
む。）を図ります。

■放課後児童クラブの受
入れ人数
⇒５年後（平成３１年度）
において、２，２６０人（平
成２７年度見込み：１，４
３０人）

民間放課後児童クラブの受け入
れ枠は事業者の撤退により減
少したが、福生東なかよし学級
の定員増（８人分）を図った。

１，５４５人（定
員数）

（参考）
実利用者数：１，
４３８人

Ｃ 引き続き、放課後児童クラ
ブの待機児童解消に向け
取り組むこととしている。

民間放課後児童クラブ４施設
増、１３８人分の定員増を図っ
た。

１，５７８人（定
員数）

（参考）
実利用者数：１，
３７９人

こども
未来課

③病児・病
後児保育の
推進

○病中又は病気回復期の子どもに
ついて、保護者の勤務の都合によ
り家庭での保育が困難な場合に、
医療機関等に併設した施設で一時
的に保育等を実施する病児・病後
児保育に関するニーズ調査（潜在
ニーズを含む。）によると、必要な
定員の総数に対し供給が不足して
います。（平成２７年度見込み：需
要１６，１６４人に対し、供給の不足
３，３４７人）

⇒子ども子育て支援事業計画に基
づき、病児・病後児保育事業を実
施する医療機関等の増加（潜在的
な需要に対するものを含む。）を図
ります。

■病児・病後児保育事業
の実施箇所数
⇒５年後（平成３１年度）
において、５箇所（平成２
６年度：２箇所）

平成２７年度と同様に３箇所で
事業実施した。また、広域利用
を開始した。（日吉津村、大山
町、南部町、伯耆町、江府町）

３箇所
※平成２８年度
の増加実績なし

Ｂ 施設数の増加、受入れ定員
数の増加に向けた検討を行
うこととしている。

病児・病後児保育事業を実施す
る施設１増、６人分の定員増を
図った。

３箇所
※平成２７年度：
１箇所

こども
未来課

Ⅲ-３

「保育の環
境整えま
す！」保育
サービス
等の充実
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

Ⅲ-３

「保育の環
境整えま
す！」保育
サービス
等の充実

④保育の質
の向上を図
る私立保育
所等への支
援

○私立保育所等には、保育の質の
向上を図るため、国が定める児童
福祉施設等の最低基準を超えて、
保育士の加配や保育環境の整備
が求められています。私立保育所
等における保育の質の向上を促進
するためには、運営費の補助によ
る行政支援が求められています。

⇒保育士の加配（障がい児保育・
乳児保育・1歳児保育に係るもの）
や保育環境の整備を行う私立保育
所等に対して運営費を補助しま
す。

■最低基準に対し職員
を加配した私立保育所
等の割合
⇒５年後（平成３１年度）
においても、１００%（平成
２６年度：１００%）

保育士の加配（障がい児保育・
乳児保育・1歳児保育に係るも
の）や保育環境の整備を行う私
立保育所等に対して運営費を補
助した。
・平成２８年度該当施設
私立保育所：２７園
認定こども園：４園
(私立保育所等３２園中３１園該
当）

９６％ Ｂ 平成２７年度と同様に平成
２８年度についても保育士
の確保が出来ず１施設該当
しなかった。平成２９年度は
対象となる施設が減るが
（事業所内保育事業へ移行
した施設があるため）引き続
き、取り組むこととしている。

保育士の加配（障がい児保育・
乳児保育・1歳児保育に係るも
の）や保育環境の整備を行う私
立保育所等に対して運営費を補
助した。

９６％ こども
未来課

■６か月児健康診査の
受診率
⇒５年後（平成３１年度）
において、１００%（平成２
６年度：９８．０%）

未受診者についてはハガキで受
診勧奨を実施し、それでも受診
しない方には地区担当保健師
が家庭訪問、電話連絡等行い
全数把握するよう努めた。
対象：１４０９人
受診：１３９８人
未受診：１１人

９９．２％ Ｂ 乳幼児健診未受診者に対し
て家庭訪問に行っても会え
ない、電話してもつながらな
い等フォローがそのまま途
切れてしまうこともあるた
め、訪問で出会えなれれば
メモを置くなど引き続き受診
勧奨に努めることとしてい
る。

９７．７％ 健康対
策課

■１歳６か月児健康診査
の受診率
⇒５年後（平成３１年度）
において、１００%（平成２
６年度：９８．１%）

未受診者については地区担当
保健師が家庭訪問、電話連絡
等行い未把握家庭が減少した。
対象：１，３８２人
受診：１，３７１人
未受診：１１人

９９．２％ Ｂ 健診未受診者へは家庭訪
問、電話連絡等で受診勧奨
を行ったが、未把握が０件
には至らなかったため、引
き続き受診勧奨に努めるこ
ととしている。

９７．１％ 健康対
策課

■３歳児健康診査の受
診率
⇒５年後（平成３１年度）
において、１００%（平成２
６年度：９８．０%）

健診受診率100％には至らない
が、未受診者の把握に努めてい
る。健診時に育児不安や孤立感
の多い保護者へは心理相談や
育児相談を実施した。
対象者：１，４１２人
受診者：１，３９８人
未受診：１４人

９９．０％ Ｂ 未受診者に対しては引き続
き、家庭訪問、電話等で受
診勧奨を実施することとして
いる。

９７．８％ 健康対
策課

②地域での
育児支援の
充実

○核家族化等により、家庭での育
児力が低下し、育児不安や育児負
担を感じている親、あるいは、地域
でのつながりが希薄になる中で身
近に相談者がおらず、孤立してい
る親もいます。この中には、虐待に
つながる危険がある家庭もありま
す。このため、地域での育児支援
を充実していく必要性があります。

⇒引き続き、「マタニティ＆ベビー相
談」、「赤ちゃんすくすく相談」の実
施により、育児不安、育児負担感
の軽減を図ります。また、新たに各
地区への出前相談も実施します。

■マタニティ＆ベビー相
談、赤ちゃんすくすく相談
の参加者数《年間》
⇒５年後（平成３１年度）
において、１，３００人（平
成２６年度：１，１１９人）

育児不安、育児負担感の軽減を
図るため、次のとおり育児支援
を実施した。
①マタニティー＆ベビー相談」
・月～金（平日）午後１時半～４
時
・内容：妊娠中の心配事、おっぱ
いについて、赤ちゃんの相談な
ど
②赤ちゃんすくすく相談
・毎月１回、午前９時～１２時
・内容：身体測定、おっぱい相
談、栄養相談、歯科相談、育児
相談
③子育て支援センター（出前相
談）
・内容：離乳食や幼児食の栄養
相談

１，２４３人

（内訳）
「マタニティ＆ベ
ビー相談」
・来所相談：４０
０人
・電話相談：２１
２人
「赤ちゃんすくす
く相談」
・相談者数：６３
１人

Ａ 子育ての不安感や負担感
の軽減が図られるように、
個々の問題に対して、よりき
め細やかな保健指導を行っ
ていくこととしている。

育児不安、育児負担感の軽減を
図るため、次のとおり育児支援
を実施した。
①マタニティー＆ベビー相談」
・月～金（平日）午後１時半～４
時
・内容：妊娠中の心配事、おっぱ
いについて、赤ちゃんの相談な
ど
②赤ちゃんすくすく相談
・毎月１回、午前９時～１１時
・対象：生後５ヶ月以上
・内容：身体測定、おっぱい相
談、栄養相談、歯科相談、育児
相談

１，１８７人

（内訳）
「マタニティー＆
ベビー相談」
　・来所相談：
399人
　・電話相談：
119人
「赤ちゃんすくす
く相談」
　・相談者数：
669人

健康対
策課

乳幼児の発達のみでなく、保護
者の悩み等についても支援の
提案や相談先の紹介を行った。
また、健診未受診者に対して再
通知やアンケートの郵送に加
え、電話や訪問にて状況把握及
び受診勧奨に努めた。

①乳幼児健
診の受診促
進

○乳幼児の健康と安全を守ること
は、少子化の抑制、地域社会を担
う将来世代の育成を図る観点でも
重要になっていますが、集団乳幼
児健診（６か月児、１歳６か月児、３
歳児）の受診率は、近年ほぼ横ば
いであり、１００％には至っていま
せん。未受診の乳幼児について
は、未受診の理由や乳幼児の状態
が確認できない場合も存在し、その
中には、虐待リスクが心配される
ケースもあります。また、核家族化
等により、近年の保護者は育児不
安や孤立感を抱えることが多く、相
談相手がいない保護者も増えてい
ることから、健診時を利用し、保護
者の心配事について相談の機会を
提供することも求められています。

Ⅲ-４

乳幼児保
健・育児支
援の充実

⇒引き続き、乳幼児健診の受診促
進を図るため、健診時において、保
護者の心配事について相談するこ
とができる機会を積極的に提供す
るとともに、次回受診のＰＲを行い
ます。なお、未受診の乳幼児につ
いては、その状況把握のため、引
き続き、アンケートを実施するととも
に、新たに、訪問や電話連絡によ
る状況把握も行います。
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取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

④発達障が
いへの切れ
目のない支
援に向けた
取組

○近年、保育所、幼稚園や教育の
場で、集団での過ごし方や感情・行
動のコントロールが不得手、親の
言葉に注目しにくい等、発達が気
になる子どもが増えてきています。
このような中で、本市の発達障が
いへの支援の状況については、専
門家等により、５歳児健診の受診
機会や相談機会の希薄さ、乳幼
児、小中学生、高校生、高校卒業
後の各時期における市・県の行政
間及び市の担当部局間での縦割り
の弊害、また、医師、看護師のほ
か専門職のマンパワー不足によ
り、発達障がいへの切れ目のない
支援が十分でないと指摘されてい
ます。

⇒発達障がいへの切れ目のない
支援に向け、専門相談センターの
設置など一元的な相談体制の構
築、幼児期から就学期・青年期へ
の継続的な支援の検討、全ての5
歳児を対象にした健診の検討など
必要な取組を行います。

■発達障がいへの切れ
目のない支援に向けた
専門相談センターの設置
⇒５年後（平成３１年度）
までに、専門相談セン
ターを設置します。

新設の福祉政策課を中心に、発
達障がい支援に関する庁内検
討会（学校教育課、障がい者支
援課、こども未来課、健康対策
課）を開催し、５歳児健診の具体
的な実施方法、各機関の情報
共有のための連携強化、情報
管理システムの導入の可否、関
連する事業の展開などについて
検討を行った。（平成２８年度会
議：６回開催）

関係課、関係機
関の連携体制
の構築及び発
達障がい児の
支援に関する各
種取組の推進

Ｂ 昨年、情報管理システムの
導入を検討したが、まずは
関係機関での連携強化が
重要であると考え、導入は
見送った。引き続き、関係
課、関係機関で情報共有に
努めるとともに、発達障が
いへの切れ目のない支援
のため、専門相談センター
の設置を含め、必要な取組
を検討し、今後具体化を
図っていくこととしている。

発達障がいへの切れ目のない
支援については、まずは関係各
課の連携体制を構築することが
重要であると考え、庁内検討会
（学校教育課、障がい者支援
課、こども未来課、健康対策課）
を立ち上げ、情報共有や課題の
整理などを行った（平成２７年度
会議：６回開催）。
　また、あかしや保育士、学校教
育課特別支援担当者、保育士、
母子保健担当者等の実務者会
を立ち上げ、情報交換を行った
（平成２７年度会議：２回開催)。

関係課、関係機
関の連携体制
の構築

福祉政
策課

①特定不妊
治療等に係
る費用の助
成

○不妊治療技術の向上と特定不
妊治療に対する社会的認知の高ま
りに伴い、不妊治療を受ける夫婦
が増えていますが、特定不妊治療
は、保険診療ではないため多額の
費用（１回数十万円）を必要とし、経
済的に妊娠をあきらめざるを得な
い夫婦もあります。特定不妊治療
への経済的支援としては、国が定
める基準の回数（初回４０歳未満は
計６回、初回４３歳未満は計３回）
までは、国・県・市の助成があり、
同回数を超えた回数については、
県の助成があるものの、なお経済
的負担は大きなものとなっていま
す。

⇒不妊治療を選択、希望する夫婦
の経済的負担をさらに軽減するた
め、国が定める基準の回数を超え
た回数について、市の助成を上乗
せします。

■特定不妊治療単市助
成の件数《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、１５０件
※現行の市助成の件数
（国が定める基準の回数
までのもの）は、平成２６
年度において、特定不妊
治療が２４０件、人工授
精が１４５件。

国が定める基準の回数を超えた
回数について、市の助成を上乗
せして実施した。

１０８件
※平成２８年度：
８０件

（参考）２８年度
全体のデータ
・特定不妊治
療：３１５件
・人工授精：２０
３件

Ａ 引き続き、市の広報・ホーム
ページ、チラシ等を活用し、
市の助成制度について広く
周知を図っていくこととして
いる。

国が定める基準の回数を超えた
回数について、市の助成を上乗
せして実施した。

２８件

（参考）全体の
データ
特定不妊治療
２５１件
人工授精
１８８件

健康対
策課

②妊婦健診
の受診促進

○妊婦健診（妊婦健康診査）は、妊
婦と胎児の健康を守り、無事に出
産を迎えるために引き続き必要で
あり、少子化の抑制の観点からも
重要となっていますが、妊婦健診
の受診率は、一部の妊婦におい
て、その重要性の理解不足からか
未受診の者があり、１００％に至っ
ていません。

⇒引き続き、妊婦健診の受診促進
を図るため、母子手帳交付時やマ
タニティースクールなどの機会を捉
え、その重要性の説明と受診勧奨
を徹底します。

■妊婦健診受診率
⇒５年後（平成３１年度）
において、１００%（平成２
６年度：９４．５%）

母子手帳交付時に妊婦健診の
重要性、必要性を説明した。転
入の妊婦へも受診券を差し替
え、母子手帳交付時と同様に説
明した。また、平成２８年度から
母子手帳の交付を個室で行い、
落ち着いて相談のできる環境を
整えた。

９３．１% Ｃ 引き続き、妊婦健診の重要
性、必要性について母子手
帳交付時に説明していくとと
もに地区担当の保健師との
顔合わせも積極的に行って
いくこととしている。

母子手帳交付時に妊婦健診の
重要性、必要性を説明した。転
入の妊婦へも受診券を差し替
え、母子手帳交付時と同様に説
明した。

９４．６％ 健康対
策課

Ⅲ-４

乳幼児保
健・育児支
援の充実

Ⅲ-５

妊娠・出産
の支援

引き続き、子育てに困難さ
を感じる保護者を対象とし、
子育ての「コツ」「ワザ」を習
得する機会を設けることで、
今より楽しい子育てをするこ
とができるように教室を実
施していくこととしている。

-○近年、保育所や教育の場で、発
達障がいに関しグレーゾーンの子
（集団での過ごし方や感情・行動の
コントロールが不得手、親の言葉
に注目しにくい等、発達上の偏りを
持つ子）が急激に増えています。こ
のような中で、年齢に応じた正常な
発達・発育を理解していない親が
おり、対応が遅れるケースがありま
す。また、何となく子育てしにくい、
意思疎通がしにくい、どのように対
応してよいのか分からないという不
安や戸惑いを感じている親も少なく
ありません。これらのことから、二
次障害（二次的な障がい、自己評
価の低下やうつ病、ひきこもり等）
の予防という観点から、早期に支
援を開始することが重要になってい
ます。

■ペアレントトレーニング
の参加者数《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、８０組

２８組（人）３歳～６歳までの未就学児の保
護者のうち発達が気になる保護
者や子育てに困り感のある保護
者を対象にグループワークを通
して子育てが楽しくラクになるよ
うな対応を仲間と一緒に学ぶ教
室を実施した。
・１クール（５回シリーズ）×２回
・スタッフ：保健師、保育士、発
達支援員、臨床心理士、ペアレ
ントメンター等

③発達障が
いに関しグ
レーゾーン
の子の親に
対する支援
（ペアレントト
レーニング）

Ａ 健康対
策課

⇒診断結果がでていないグレー
ゾーンの状態から親の気づきを促
し、支援が受けられ、親への支援を
通して子の成長を促すため、ペアレ
ントトレーニングを実施します。さら
に、親への子の正常な発達・発育
の啓発や親の気づきを促すため、
また、心を育てる上手な関わり方な
どの情報提供のため、親育て講演
会を実施します。

-
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

■ワーク・ライフ・バラン
ス推進月間イベント参加
者数《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、４００人

７０人 Ｂ - - 男女共
同参画
推進課

■ワーク・ライフ・バラン
ス推進月間イベント協力
企業数《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、２０社

０社 Ｃ - - 男女共
同参画
推進課

②ワーク・ラ
イフ・バラン
ス推進企業
の取組事例
の情報発信
による啓発

○仕事と生活の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）の実現を図ることが求
められている中で、企業には、働き
やすい職場づくり、長時間労働の
抑制、有給休暇や育児・介護休暇
等の取得しやすい職場環境づくり
などの取組が求められており、今
後も企業におけるワーク・ライフ・バ
ランス推進をさらに促進する必要
があります。

⇒企業におけるワーク・ライフ・バラ
ンス推進をさらに促進するため、
ワーク・ライフ・バランス推進企業の
取組事例を広く情報発信します。

■ワーク・ライフ・バラン
ス推進企業取組事例紹
介数《年間》
⇒５年後（平成３１年度）
において、１２件

広報よなご７月号～１０月号に
ワーク・ライフ・バランスについて
の市内の企業の取組事例の特
集記事を連載し、企業における
ワーク・ライフ・バランスについて
情報発信した。

４社 Ａ 引き続き、ワーク・ライフ・バ
ランス推進企業の取組事例
の情報発信を行いワーク・
ライフ・バランスの促進を図
ることとしている。

- - 男女共
同参画
推進課

Ⅲ-６

「働き方改
革しませ
んか！？」
仕事と生
活の調和
（ワーク・ラ
イフ・バラ
ンス）の促
進

健康対
策課

７６人

（内訳）
・高校１年生：５
８人（２回合計）
・高校３年生：１
８人

平成２８年度に作成した冊
子「結婚から子育て応援
ブック」を活用しながら、引
き続きプレマタ二ティスクー
ルを実施していくこととして
いる。

妊娠・出産・子育てについて学
ぶ機会として、次のとおりプレマ
タニティスクールを開催した。
①２７年６月２６日（金）
・対象：米子高校　１年生
・内容：妊娠シュミレーターを使
用し妊婦体験、赤ちゃん人形を
使用しお世話体験、「赤ちゃん」
と「子育て」をキーワードにグ
ループワーク、食の大切さにつ
いての講義
②２７年７月３日（金）
・対象：米子高校　１年生
・内容：１回目と同様
③２７年１０月２２日（木）
・対象：米子高校　３年生
・内容：講義「小さな命を育てる
こと」、ＤＶＤ視聴「未来へ～心と
命のお話～」、講義「食べること
は、健康の基本！」「心の健康」

■プレマタニティスクール
の参加者数《年間》
⇒５年後（平成３１年度）
において、１６０人（平成
２６年度：７２人）

１００人

（内訳）
・高校１年生５０
人
・高校２年生２６
人
・高校３年生２４
人

平成２８年１０月２３日にワーク・
ライフ・バランス推進月間記念イ
ベントを開催した。
・開催日：平成２８年１０月２３日
・内容：①記念講演②パネル
ディスカッション

また、広報よなご７月号～１０月
号にワーク・ライフ・バランスに
ついての特集記事を連載し、市
民への啓発を図った。

⇒ワーク・ライフ・バランスに対する
理解の促進とその実現に向けた気
運の一層の醸成を図るため、「ワー
ク・ライフ・バランス推進月間」を設
定して、広報・啓発に繋がるイベン
トを企業の協力を得て開催します。

○プレマタニティ（高校生など妊娠
前の者）の世代から妊娠・出産・子
育てについて学ぶ機会が少なく、そ
の機会の提供は、少子化の要因の
一つとされている未婚化・晩婚化の
抑制の観点からも重要になってい
ます。また、十分な学びの機会が
なく、妊娠・出産・子育てについて
具体的なイメージを持てないまま、
妊娠・出産・子育てに至り、育児不
安や育児負担を感じている者も少
なくありません。

平成２９年度は、ワーク・ラ
イフ・バランス推進月間記念
イベントについて、地方創生
推進課（「結婚ってい～
な！」事業）及び米子商工
会議所と連携し共同開催す
ることで、企業経営者や若
年者の参加促進を図ること
としている。

①ワーク・ラ
イフ・バラン
ス推進月間
の設定（イベ
ント開催）に
よる啓発

○仕事と生活の間で、その調和を
欠く問題を抱える人が多く見られ、
それが将来への不安となり、また
豊かさを実感できない大きな要因と
なり、このことが、社会の活力の低
下や少子化・人口減少にも関係す
ると言われています。このことを解
決していくためには、仕事の面で
は、働きやすい職場づくり、長時間
労働の抑制、有給休暇や育児・介
護休暇等の取得しやすい職場環境
づくりなど、生活の面では、男女共
同参画意識の向上、男性の家事・
育児などへの参加、子育て・介護
支援の充実など、いわゆる仕事と
生活の調和（ワーク・ライフ・バラン
ス）の実現を図ることが求められて
います。

⇒安心して妊娠・出産・子育てする
ことができるよう、引き続き、高校
生に対し、妊婦体験や赤ちゃんの
お世話、離乳食を見るなどの体験
教室（プレマタニティスクール）を開
催します。なお、プレマタニティス
クールの充実として、高校生対象
の開催回数の増加と中学生への
対象の拡大を図ります。

妊娠・出産・子育てについて学
ぶ機会として、次のとおりプレマ
タニティスクールを開催した。
①２８年６月３日
・対象：米子高校　１年生
・内容：妊娠シュミレーターを使
用し妊婦体験、赤ちゃん人形を
使用しお世話体験、「赤ちゃん」
と「子育て」をキーワードにグ
ループワーク、食の大切さにつ
いての講義
②２８年６月１７日
・対象：米子高校　１年生
・内容：①と同じ
③２９年１月１８日
・対象：米子高校　３年生
・内容：講義「小さな命を育てる
こと」、ＤＶＤ視聴
「未来へ～心と命のお話～」、グ
ループワーク、講義「こころの健
康について考えてみよう」「食べ
ることは生きること」
④２９年３月１３日
・対象：米子高校　２年生
・内容：講義「性とは何か」「妊娠
の成立と胎児の成長」「胎内環
境を守る」、グループワーク「生
殖の健康を守るために、今自分
たちに出来ることには、どんなこ
とがあるだろうか？」
⑤２９年３月１７日
・対象：米子高校２年生
・内容：④と同じ

Ⅲ-５

妊娠・出産
の支援

③プレマタニ
ティスクール
の充実

Ｂ
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

■開発した保育版状態
把握プログラムを用いて
実証実験を行う保育所
の数
⇒平成２８年度におい
て、4保育所

４保育所 Ａ こども
未来課

■保育版状態把握プロ
グラムの普及展開を行う
セミナー等の開催回数
⇒平成２８年度におい
て、１回

３回 Ａ こども
未来課

■保育業務支援システ
ムを導入した保育所等の
数
⇒平成２８年度におい
て、１０ヵ所

１６ヵ所 Ａ こども
未来課

■事故予防等のための
ビデオカメラを設置した
保育所等の数
⇒平成２８年度におい
て、２２ヵ所

１９ヵ所 Ｂ こども
未来課

④介護ロ
ボット導入に
よる介護現
場の環境改
善の促進

○国は、介護サービスを支える介
護人材の確保、介護従事者の負担
軽減や効率化に資するための取組
の一つとして、介護ロボットの効果
的な活用方法の検討や開発、その
導入支援等の迅速化を図ることと
されています。介護ロボットは、介
護従事者の負担軽減だけではな
く、要介護者の転倒事故等を防ぎ、
日常生活の安全性を確保するた
め、その普及が期待されています。

⇒先駆的な取組として介護ロボット
を導入する介護サービス事業所に
対し、その費用を助成し、介護現場
の環境改善を促進します。

■介護ロボットを導入す
る介護サービス事業所
数
⇒平成２８年度におい
て、１０事業所

国の補助事業を活用し、介護ロ
ボット導入を計画する事業者に
対しその費用の一部を補助し
た。

１０事業所 Ａ 今後は、介護ロボットを導
入した各事業者に使用状況
と導入効果、課題等につい
て３年間報告を受けることと
している。

長寿社
会課

Ⅲ-６

「働き方改
革しませ
んか！？」
仕事と生
活の調和
（ワーク・ラ
イフ・バラ
ンス）の促
進

引き続き、美濃加茂市と連
携して、保育の質の向上、
保育士の負担軽減などに取
り組むこととしている。

引き続き、保育の質の向
上、保育士の負担軽減など
に取り組むこととしている。

○全国的に待機児童問題が叫ば
れて久しいですが、保育所という施
設整備の面のみならず、保育サー
ビスの担い手の面でも大きな課題
が存在しています。とりわけ保育
サービスの担い手である保育士
は、低賃金や膨大な業務量、保護
者からの保育の質の向上への期
待の高まり等により慢性的に人材
不足の状態が続いており、その確
保が困難になっていることから、保
育士を取り巻く職場環境の改善が
求められています。

イ　保育対策総合支援事業費補
助金を活用して、保育業務支援
システム及び事故予防等のため
のビデオカメラを導入する保育
所等を支援した。

ア　地方創生加速化交付金を活
用して、岐阜県美濃加茂市と連
携し、市内の保育園等にて「状
態把握プログラム」の実証実験
を実施し、普及啓発のためのセ
ミナーを開催した。

③ＩＣＴ等を
活用した保
育現場の環
境改善の促
進

⇒次に掲げる取組を行います。
ア　共通の課題認識をもつ岐阜県
美濃加茂市と連携し、個々の保育
士の園児に対する「気づき」を見え
る化し、園児の状態を客観的に評
価し、保育の質の向上及び保育士
のスキル・生産性の向上等を目的
とするＩＣＴ（情報通信技術）を活用
した「状態把握プログラム」を開発
します。開発したプログラムは、選
定したモデル保育現場での実証実
験を行い、この実験結果をセミナー
などを通じて保育士・潜在的保育
士・事業者に普及啓発することで、
保育士を取り巻く職場環境の改善
を促進します。
イ　保育士の業務負担を軽減する
ための保育業務支援システム及び
事故予防等のためのビデオカメラ
を導入する保育所等を支援し、保
育現場の環境改善を促進します。
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

■移住セミナー・相談会
参加者数（圏域全体）
⇒平成２７年度におい
て、５０人

- - ４４人
（内訳）
  セミナー参加
者：２８人
　相談会参加
者：１６人

地方創
生推進
課

■移住体験ツアー参加
者数（圏域全体）
⇒平成２７年度におい
て、２０人

- - ２１名 地方創
生推進
課

■移住促進ＰＲパンフ
レット作成数（圏域全体）
⇒平成２７年度におい
て、１，５００部

- - ５，０００部 地方創
生推進
課

■移住体験モニター映
像コンテンツ累計視聴数
（圏域全体）
⇒平成２８年度におい
て、１０，０００視聴

１６，１７１視聴 Ａ - - 地方創
生推進
課

■移住定住ポータルサイ
ト累計アクセス数（圏域
全体）
⇒平成２８年度におい
て、１００，０００ＰＶ

２７，１５３ＰＶ Ｃ - - 地方創
生推進
課

引き続き、「とっとりＷＥＳＴ
移住ポータルサイト」を活用
し、圏域市町村の魅力を全
国に情報発信し、圏域の認
知度の向上を図ることとして
いる。なお、今後の事業展
開についても、圏域市町村
と協議することとしている。

-
地方創生先行型交付金を活用
し、次のとおり事業を実施した。

①鳥取県西部移住セミナー＆相
談会（平成２８年２月２１日、於：
大阪）

②鳥取県西部地域「ええトコ」発
見ツアー（平成２８年３月１９日
～２０日）

③上記①②のイベント広報（チラ
シ： ６０，０００枚、折込： ５０，０
００部、ラジオ： ＭＢＳラジオ）

④圏域パンフレット作成（５，００
０部）

⇒鳥取県西部圏域の９市町村が連
携し、各市町村のバラエティに富ん
だ想像以上の暮らしやすさを体験
していただく「移住体験モニター」を
首都圏等から募集し、その様子を
映像コンテンツに編集し、移住定住
ポータルサイトやSNSなどで全国に
情報発信することにより、圏域の認
知度の向上を図り、既存の移住定
住推進施策へと誘導して圏域内へ
の移住を促進します。

地方創生加速化交付金を活用
し、次のとおり事業を実施した。

①とっとりＷＥＳＴ移住ポータル
サイトの構築（平成２８年１２月）
※サイトには、「家族の時間」を
キーワードにしたグラフィックや
映像コンテンツ掲載

②移住体験ツアーの実施（著名
人：平成２９年１月、一般：平成２
９年２月）
※移住体験ツアーの様子を映
像コンテンツに編集し、サイトに
掲載

③ＰＲ・告知の実施
※移住体験ツアー告知チラシ作
成・新聞広告、移住情報誌タイ
アップによるイベント開催、ウェ
ブサイトへの記事掲載、各種メ
ディア露出

○鳥取県西部圏域の９市町村は、
都市圏での移住定住相談会や移
住体験ツアー等の移住定住施策を
実施してきましたが、圏域の全国的
な認知度は低く、移住検討者の移
住先候補の選択肢になりにくいの
が現状です。今後、圏域において
移住定住の推進を加速化させてい
くためには、圏域の認知度の向上
を図る必要があります。

⇒鳥取県西部圏域の９市町村が連
携し、関西圏在住の移住希望者等
に対するセミナー・相談会及び体験
ツアーを実施するとともに、住居・
仕事等に係る移住者支援施策、子
育て環境など、圏域の特色をまと
めた移住定住促進パンフレットを作
成します。

○鳥取県西部圏域の９市町村は、
生活圏、経済圏等を共にしていま
す。今後推測されている人口減少
に対し、生活圏・経済圏等の衰退
の緩和、又は維持を図り、今後も
圏域の活力を保持するため、圏域
外、特に都市部から圏域内への移
住定住を一層進める必要がありま
す。

①－Ａ鳥取
県西部圏域
移住定住推
進連携事業
の実施（移
住セミナー・
相談会、移
住体験ツ
アー、移住
促進ＰＲパン
フレット）

Ⅳ-１

鳥取県西
部圏域が
連携した
地方創生
への取組

①－Ｂ鳥取
県西部圏域
移住定住推
進加速化連
携事業の実
施（移住体
験モニター、
移住定住
ポータルサ
イト）
※施策の追
加
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

②－Ｂパ
ワード　by
大山　ＤＭＯ
設立基盤構
築事業の実
施
※施策の追
加

○平成２７年度に実施した圏域の
認知度調査では、「全国的に圏域
の認知度が低いことに加え、認知
度が低いと来訪意向も低い」という
結果が出ました。また、全国的に外
国人旅行者が急増していますが、
圏域では外国人旅行者に対する各
種インフラ整備やインバウンドに対
する受け入れ側の意識が十分に醸
成されている状況とはなっていませ
ん。圏域の知名度向上には、圏域
のランドマークでもある「大山」を全
国に情報発信してパワーブランド
化することが期待されており、併せ
て、急増する外国人観光客に対す
る受け入れ環境の整備や観光客
が圏域で滞留する仕組みの構築が
急務となっています。

⇒圏域におけるＤＭＯの設立基盤
の構築に向け、民間企業の販売戦
略と圏域の市町村が協調し、統一
的なブランドイメージを構築し、官
民が一体となって情報発信の取組
を行う「大山パワーブランド化」を推
進します。また、インバウンド及び
地域住民の外国人観光客受け入
れに役立つ観光パンフレット等の
制作、圏域に滞留する仕組みづくり
として大山山麓地域日本遺産活用
事業、大山エコトラックシステム構
築事業、圏域版周遊バスと情報提
供アプリによる周遊促進事業に取
り組みます。

■大山周辺圏域の観光
客入込み客数《年間》
⇒平成２８年度におい
て、４５９万人以上（平成
２６年度：４５４万５千人）

地方創生加速化交付金を活用
し、鳥取県西部圏域市町村との
連携によって、下記のとおり事
業を実施した。
●大山パワーブランド化推進事
業（大山ワンダー、テレビ・ラジ
オ・ＳＮＳによる情報発信等）
●外国人観光客受け入れ環境
整備パンフレット等制作事業
●日本遺産活用事業（他自治体
への視察、モニターツアー、情
報発信等）
●大山エコトラックシステム構築
事業（スマートフォンアプリの開
発、受入環境整備、各種プロ
モーション等）
●西部圏域版周遊バスと情報
提供アプリによる周遊促進事業
（２次交通バスの周遊運行実
験、情報提供アプリの開発等）

４２７万９千人 Ｃ 今後は、国の認定を受けた
地域再生計画（名峰「大山」
とともに生きる・鳥取県西部
圏域の広域観光推進プロ
ジェクト）に基づき、地方創
生推進交付金を活用しなが
ら、圏域版のＤＭＯ構築に
向けて取り組むこととしてい
る。

観光課

観光課- 地方創生先行型交付金を活用
し、次のとおり、各種調査事業を
実施した。
●Ｗｉ－Ｆｉ環境調査
●インバウンド及び二次交通調
査
●西部圏域認知度調査
●地域資源調査
●観光関連事業・団体調査
●ブランド化に向けた指針の作
成
●ユニバーサルデザイン調査

○大山寺開山１３００年を契機とし
圏域の活性化を図ろうとする機運
が高まる中で、官民が一体となって
事業を推進するイメージが構築さ
れていません。また、今後の増加
が予想される外国人旅行者につい
て、受け入れ環境の整備を行う必
要があります。さらに、地域産品や
歴史等の地域資源を有効に活用し
た地域ブランドの確立が不十分で
あり、圏域全体の活性化を目指し
た地域プラットホームを検討する必
要があります。

⇒次に掲げる取組を行います。
ア　圏域の観光振興におけるＳ・
Ｗ・Ｏ・Ｔ分析の実施、また、今後の
同分野の取組に反映させるため、
地域資源、２次交通、Wi-Fi環境、
ユニバーサルデザイン化などにつ
いて調査・研究を実施します。（鳥
取県西部圏域版「ＤＭＯ」推進調査
事業）
イ　圏域の特産品開発を含めた地
域ブランド構築の構想を策定しま
す。
ウ　上記の調査等の結果を踏ま
え、圏域におけるＤＭＯ（観光地域
づくりの中心組織）の設立を目指し
ます。

※「ＤＭＯ（Destination　Marketing
／Management　Organization）」と
は、様々な地域資源を組み合わせ
た観光地の一体的なブランドづく
り、ウェブ・SNS等を活用した情報
発信・ブロモーション、効果的な
マーケティング、戦略策定等につい
て、地域が主体的になって行う観
光地域づくりの推進主体。
※「Ｓ・Ｗ・Ｏ・Ｔ分析」とは、目標を
達成するために意思決定を必要と
している組織や個人のプロジェクト
やベンチャービジネスなどにおい
て、外部環境や内部環境を強み
(Strengths)、弱み(Weaknesses)、機
会(Opportunities)、脅威(Threats)
の４つのカテゴリーで要因分析し、
事業環境変化に対応した経営資源
の最適活用を図る経営戦略策定方
法の一つ。

-Ⅳ-１

鳥取県西
部圏域が
連携した
地方創生
への取組

②-Ａ鳥取県
西部圏域版
「ＤＭＯ」推
進調査事業
の実施

鳥取県西部圏
域版「ＤＭＯ」推
進調査業務報
告書作成

-■鳥取県西部圏域版「Ｄ
ＭＯ」推進調査事業
⇒平成２７年度におい
て、調査結果の報告書を
取りまとめます。
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取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

②－Ｃ伯耆
国「大山開
山１３００年
祭」推進事
業の実施
※施策の追
加

○圏域の名峰「大山」は、平成３０
年に大山開山１３００年を迎えま
す。「大山」は、日本最古の地理書
『出雲国風土記』（733年）に日本最
古の神山として記載されるととも
に、古くから日本四名山として知ら
れているなど、観光資源としてのポ
テンシャルは全国他地域と比べて
も劣っていませんが、鳥取県の認
知度調査では首都圏を中心に認知
度が低い結果となっており、国内外
からの観光客を増やし、地域活性
化を図るためには、圏域の知名度
向上に向けた官民一体の取組が
必要です。

⇒官民が一体となり歴史、自然、観
光、食の４分野で役割分担し行動
するアクションプランを創り上げ、伯
耆国「大山開山１３００年祭」PR事
業を実施します。

■大山周辺圏域の観光
客入込み客数《年間》
⇒平成２８年度におい
て、４５９万人以上（平成
２６年度：４５４万５千人）

官民一体となった「大山開山１３
００年祭」実行委員会を組織し
た。
※構成：観光団体、経済団体、
教育機関、ＮＰＯ等、交通関係、
行政の計６０団体
地方創生加速化交付金を活用
し、伯耆国「大山開山１３００年
祭」事業計画を策定し、また、PR
事業をはじめとした積極的な情
報発信等を行った。

４２７万９千人 Ｃ 今後は、国の認定を受けた
地域再生計画（名峰「大山」
とともに生きる・鳥取県西部
圏域の広域観光推進プロ
ジェクト）に基づき、地方創
生推進交付金を活用して、
「大山開山１３００年祭」の
関連事業に取り組むことと
している。

観光課

■鳥取県西部圏域の観
光客入込み客数《年間》
⇒平成３1年度におい
て、５０３万６千人以上
（平成２７年度：４４３万１
千人）

４４６万７千人 Ｃ 観光課

■鳥取県西部圏域の外
国人宿泊客数《年間》
⇒平成３1年度におい
て、６０，０００人以上（平
成２７年度：４０，３６３人）

４３，０６８人 Ｃ 観光課

■米子市観光センターの
利用者数《年間》
⇒平成３１年度におい
て、３８，０００人以上（平
成２７年度：３１，８４０人）

- Ｘ 観光課

■米子市観光センターの
総売上高《年間》
⇒平成３１年度におい
て、４０，０００千円以上
（平成２７年度：９，５００
千円）

- Ｘ 観光課

鳥取県と鳥取県西部圏域市町
村で策定した地域再生計画（名
峰「大山」とともに生きる・鳥取県
西部圏域の広域観光推進プロ
ジェクト）が国から認定された。
平成２８年度は、当該計画に基
づき、地方創生推進交付金を活
用して、下記の事業を実施した。
●情報発信事業
日本遺産のストーリー及び構成
文化財とを連動させた伯耆国
「大山開山１３００年祭」PR動画
の作成、案内説明パネル作成、
歴史シンポジウムの開催等。
●現地情報発信機能強化
空き店舗を活用した日本遺産、
観光、歴史、文化等の情報発信
強化及び大山の食ブランド、自
然PR等。併せて、米子市観光協
会等のHP改修を行った。

引き続き、地域再生計画
（名峰「大山」とともに生き
る・鳥取県西部圏域の広域
観光推進プロジェクト）に基
づき、地方創生推進交付金
を活用して、伯耆国「大山開
山１３００年祭」の関連事
業、広域観光の中核的な推
進体制（ＤＭＯ）の構築等に
向けて取り組むこととしてい
る。
また、平成２８年度は、地方
創生拠点整備交付金等を
活用し、米子市観光セン
ターを観光客の「滞留拠点
施設」として整備することと
している。

○歴史文化が息づき、豊かな自然
環境に恵まれた圏域は、大山をは
じめ多様な地域資源を有していま
すが、国内外から選好されるブラン
ド観光地域づくりを進めるために
は、圏域全体の地域資源の価値向
上と情報発信が課題となっていま
す。また、集客ノウハウや専門人員
が不足するなど、これまでの行政
主導の着地型観光の推進は限界
を迎えており、「観光地を経営する」
という視点に立った観光地域づくり
に舵をきる必要があります。

②－D名峰
「大山」ととも
に生きる・鳥
取県西部圏
域の広域観
光推進プロ
ジェクトの実
施

Ⅳ-１

鳥取県西
部圏域が
連携した
地方創生
への取組

⇒他地域と差別化できるブランド・
コンセプトの世界観を体感できる魅
力づくりや受入環境の整備など、国
内外からの継続的な誘客に向けた
取組を展開するとともに、持続的な
観光地域づくりを実現するため、圏
域におけるＤＭＯを構築します。ま
た、当該圏域の強みである空・海
の玄関口を最大限に活かし、空港
や港を利用する観光客を圏域内や
県内全域に誘導・周遊させる面的
な取組を重点的に行います。なお、
観光客を誘導・周遊させる取組に
おいては、圏域の観光拠点施設と
して、大山に「山の駅的施設」を、
皆生温泉に「海の駅的施設」を整
備します。

29



Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

企画課

地方創生先行型交付金を活用
し、「山陰いいものマルシェ」開
催した。
●圏域内での開催
①山陰いいものマルシェキック
オフイベント
・開催日：平成27年6月6日・7日
・場所：松江市
・来場者数：約30,000人
②山陰いいものマルシェin境港
・開催日：平成27年12月6日
・場所：境港市
・参加者数：約15,000人
●関西圏での開催
・大阪ステーションシティ（平成
27年11月14日・15日）・
大阪伊勢丹（平成28年1月20日
～26日）・イトーヨーカドー　アリ
オ八尾店（平成28年2月17日～
22日）
・大阪ステーションシティ（平成
28年3月12日）・天王寺ミオ
（平成28年3月20日）
●中京圏での開催
・オアシス21（平成28年3月23
日・24日）

企画課地方創生加速化交付金を活用
し、次のとおり事業を実施した。
①圏域内でのマルシェ開催
・９月２５日　安来市（安来港）
　来場者数：13,000人
・３月５日　出雲市（JR出雲市駅
～　　出雲市役所）
来場者数：２0,000人
②圏域外でのマルシェ開催
・１０月２６・２７日　名古屋市（栄
駅隣接オアシス２１
・１１月２日　芦屋市（JR芦屋駅
前モンテメール）
・１１月５日  大阪市（JR大阪駅
前大阪ステーションシティ）
・３月２０日　大阪市（JR天王寺
駅隣接天王寺ミオ）
③いいものマルシェ商談会
・３月６日　出雲市（バイヤー４社
参加企業２８社）
④協力事業
・JR京都駅地下街ポルタプラザ
・JR米子駅周辺
・しまね海洋館アクアス
・イオンモール日吉津
・松山市城山公演やすらぎ広場

地方創生加速化交付金を活用
し、次のとおり事業を実施した。
① 中京圏へのプロモーションと
してＣＭを作成し、中京圏で放送
した。
② 首都圏へのプロモーションと
して「東京ヤクルトスワローズ」と
タイアップした圏域観光情報発
信を行った。
③関西圏へのプロモーションとし
て、ＪＲ大阪駅で観光ＰＲイベン
トを開催し、大阪府内新聞への
圏域ＰＲ広告を掲載した。
④ 都市圏への情報発信として、
テレビ番組（番組名：「モヤモヤ
さまぁ～ず２・山陰編」を制作及
び放送したほか、インスタグラ
マー2名（女性）によるSNS及び
動画配信メディアを活用した情
報発信を行った。

⇒圏域の官民組織が連携して山陰
が誇る「いいもの」を再発掘し、展
示・販売する「山陰いいものマル
シェ」をJR西日本とタイアップし開
催します。この取組を通じて、出店
者同士の連携によるコラボ商品・新
商品の造成や６次産業化を目指
し、都市部で勝負のできる付加価
値の高い商品づくりを図ります。こ
のマルシェは、まずは圏域内で巡
回開催することとし、その後、関西
圏や首都圏での開催に広げていき
ます。

②山陰いい
ものマルシェ
プロジェクト

○中海・宍道湖・大山圏域には、豊
かな自然が育んだ農水産品、一級
の素材を活かした加工品など優れ
た産品が数多く存在しており、この
地域に住んでいるがゆえに気づか
ない優れた産品等も多く存在しま
す。しかしながら、都市部での認知
度はいまだ低く、十分な販路の拡
大が図れていない状況です。

Ⅳ-２

中海・宍道
湖・大山圏
域が連携
した地方
創生への
取組

○中海・宍道湖・大山圏域は、出雲
大社、水木しげるロードなどの観光
地や、皆生温泉や玉造温泉などの
温泉地等、豊富な観光資源を有し
ています。しかしながら、圏域外で
の本圏域内観光資源の認知度不
足から、観光客が本圏域を訪れる
機会は多くないのが現状です。こ
のため、圏域外からの観光客の増
加を図るため、特に人口集中地域
である三大都市圏（首都圏、関西
圏、中京圏）での本圏域の認知度
向上に取り組む必要があります。

⇒次に掲げる取組を行います。
ア　首都圏及び関西圏において、
公共交通機関の車両広告やデジタ
ルサイネージ（電子表示機器）等を
利用し、本圏域の観光資源をPRし
ます。また、PR期間中に合わせて
開催される既存イベントにおいてＰ
Ｒ活動を行います。
イ　中京圏において、平成２７年３
月に「フジドリームエアラインズ出
雲ー名古屋小牧便」が運行再開さ
れたことを機に、ＰＲイベントを実施
します。

①三大都市
圏での圏域
ＰＲプロジェ
クト

地方創生先行型交付金を活用
し、次のとおり事業を実施した。
①京阪神エリアでの観光プロ
モーション
・JR大阪環状線ラッピング列車
運行と車内広告ジャック（平成28
年2月4日～3月23日）
・京阪神地区JR主要５駅デジタ
ルサイネージを利用した圏域観
光PR（平成28年3月7日～20日）
・大阪での観光PRイベント開催
（平成28年3月13日）
②中京圏での観光プロモーショ
ン
・JR名古屋駅デジタルサイネー
ジを利用した圏域観光PR（平成
28年3月1日～14日）
・JR名古屋駅エクスプレスボード
を利用した圏域観光PR（平成28
年3月1日～14日）
・名古屋での観光PRイベント開
催（平成28年3月5日・6日）
・中京圏情報誌、新聞広告によ
る圏域観光PR（東海ウォー
カー・中日新聞）
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Ｄｏ Ａｃｔｉｏｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ

取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

③インドとの
経済交流プ
ロジェクト

○平成２５年に山陰インド協会が設
置され、平成２６年１１月には、中
海・宍道湖・大山圏域市長会、ブ
ロック経済協議会、山陰インド協会
の３者合同によるインド・ケララ州
の経済交流視察を行いました。国
内の人口減少が進む中、経済規模
を維持・拡大していくためには、新
興国などの新規市場開拓が欠か
せません。中でも人口１２億人のイ
ンドはＡSEＡN１０カ国の２倍という
巨大な市場規模を有しており、今
後も経済発展が期待できる国で
す。

⇒現在協議中のケララ州と本市長
会間、印日商工会ケララとブロック
協議会間のMOU調印の実現に向
けた取組を進めていくとともに、イ
ンドへの日本語や各種技術の普及
のためのバックアップを行い、圏域
内企業のインド進出を促進し、圏域
内の産業振興・国際貢献を目指し
ます。

※「MOU（Memorandum of
Understanding）」は、「了解覚書」。
行政機関等の組織間の合意事項
を記した文書で、通常、法的拘束
力を有さない。

地方創生加速化交付金を活用
し、次のとおり事業を実施した。
○産業技術展「Kerala 　Ｂ
usiness to Ｂusiness Meet
2017」への出展支援とビジネス
マッチングの実施
○開催日：平成２９年２月２日～
４日
○インドケララ州
○出展企業数：４社（松江市、境
港市、米子市、大阪市（大山
町））
※本圏域に本社、工場等を置く
中小企業が中心
○ブース来場者：1,500人

インド・ケララ州とのMOU調印を
次のとおり行った。
・日時：平成27年12月11日
・場所：インド　ニューデリー
・調印者：
【行政】
中海・宍道湖・大山圏域市長会
会長、インド・ケララ州政府主席
次官
【経済界】
中海・宍道湖・大山ブロック経済
協議会会長、INJＡＣK会長
・調印翌日に、日印両首脳と調
印者4名が面会し、調印の報告
・日印両首脳の共同声明及び
ファクトシートに本調印の件が掲
載

企画課

⑤圏域の産
業を「学ぶ」
修学旅行誘
致プロジェク
ト

○中海・宍道湖・大山圏域は、ラム
サール条約登録湿地や国立公園
など豊かな自然環境と、神話の時
代から連綿と続く歴史・文化があ
り、観光資源も豊富な地域です。し
かしながら、都市部からの交通手
段の利便性や認知度の低さなどか
ら、観光客や修学旅行生が本圏域
を訪れる機会は、多くないのが現
状です。近年、修学旅行の行先は
多様化してきているものの、依然、
関東や関西などの都市部が定番で
あり、圏域での実績は僅かです。

⇒圏域の５市をコースに含めた修
学旅行の誘致を図ります。なお、単
に観光地を巡るのではなく、各地の
産業を実際に見て体験する、本当
の意味での「学べる」修学旅行を構
築します。また、圏域５市の産業体
験、地方で活躍している企業や伝
統工芸品について学習する機会な
どを設けることにより、圏域の魅力
や様々な地場産業をＰＲします。

- 企画課

企画課地方創生先行型交付金を活用
し、本圏域の海外での認知度向
上を図るために、次のとおり情
報発信事業を実施した。
①海外（タイ・フランス）向けテレ
ビ番組（圏域観光PR番組）の制
作及び放映等
・タイ向け番組（放送期間：平成
28年2月7日～3月27日・番組本
数：8本）
・フランス向け番組（放送期間：
平成28年3月1日～22日・
番組本数：4本）
・フランス国内フリーペーパーへ
の圏域情報の掲載（「ZOOM JＡ
PON」3月号・発行部数：7万部）
②海外クルーズ客船寄港時おも
てなしテント作成
・作成テント数：10張

④圏域イン
バウンド対
策推進事業

○中海・宍道湖・大山圏域は、自
然・歴史文化・温泉などの観光資
源に恵まれ、また食材においても
多種多様な特産品が多いことか
ら、観光地としての潜在能力は高
く、近年、クルーズ客船の寄港回数
の増加等により外国人観光客が増
加傾向にあります。しかしながら、
海外での本圏域の認知度不足、外
国人観光客の受入体制の整備不
足から、十分な外国人誘客を図れ
ているとは言えません。このため、
全国的に見ると本圏域（鳥取・島
根）の訪日外国人客数は少ない状
況です。

⇒次に掲げる取組を行います。
ア　本圏域の海外での認知度向上
を図るために、本圏域の魅力を海
外に情報発信し、認知度向上を図
り、インバウンド集客につなげま
す。
イ　外国人観光客が本圏域を訪れ
た際に、買い物しやすい環境整備
及び本圏域をスムーズに周遊でき
るよう公共交通機関での多言語案
内環境整備を実施します。
ウ　圏域内での情報収集・発信をし
やすくするために、無料Wi-Fiスポッ
トの整備等を実施することで外国
人観光客の満足度を高め、リピー
ターの増加につなげます。

※「インバウンド」は、原義は「入っ
てくる、内向きの」という意味の英
語で、外国人旅行者を自国へ誘致
すること、または、海外から日本へ
来る観光客を指す。

地方創生加速化交付金を活用
し、次のとおり事業を実施した。
●台湾インバウンドの推進
・台湾からの訪日旅行商品造成
促進活動
現地営業代行業者（日遊推廣有
限公司）による、台湾旅行会社
への訪日旅行商品造成の
ためのセールス活動の実施（年
間57回）
・台湾旅行会社ファムトリップ
（圏域内観光地視察及び商談
会）
●香港インバウンドの推進
・香港向けテレビ番組制作及び
放送
●香港向け観光プロモーション
・YouTube TrueViewを活用した
圏域ＰＲ動画広告の配信
※視聴数：１７６，６８６回（目標
３０，０００回）
●圏域観光パンフレットの多言
語化
・圏域観光パンフレット４カ国語
化（中国語繁体字・韓国語・タイ
語・フランス語）

Ⅳ-２

中海・宍道
湖・大山圏
域が連携
した地方
創生への
取組
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取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

⑥ＩＣＴ活用
による観光
案内・圏域Ｐ
Ｒ事業

○中海・宍道湖・大山圏域は、出雲
大社、水木しげるロードなどをはじ
めとした観光地や、皆生温泉や玉
造温泉などの温泉地等、豊富な観
光資源を有しています。しかしなが
ら、本圏域は広範囲にわたるた
め、観光客がスムーズに各観光資
源を周遊できる環境整備は進んで
いません。このような中で、圏域の
観光ＰＲは、雑誌広告等の従来型
メディアによる発信が主ですが、情
報発信手法についてＩＣＴ技術を活
用することも必要です。

⇒本圏域全体でスマートフォンを活
用した観光案内アプリを導入し、観
光客が本圏域を周遊しやすい環境
整備を行います。また、観光案内ア
プリと併せて、ヴァーチャルリアリ
ティを活用した圏域の観光スポット
を疑似体験できるアプリを作成し
て、本圏域のＰＲイベント等で実際
にヴァーチャルリアリティ体験をし
てもらい、圏域内観光資源の魅力
を伝え、観光客の増加につなげま
す。

地方創生加速化交付金を活用
し、ＩＣＴを活用した環境整備を次
のとおり実施した。
●スマートフォン用観光案内ア
プリ圏域内整備
・観光案内アプリ名称　「縁結び
スマートナビゲーションシステ
ム」
・対応言語　日本語及び英語
●観光案内アプリＰＲ経費
・ＰＲポスター作成　・ＰＲチラシ
作成
・ＱＲコード入りＰＲカード作成　・
ＰＲ動画作成

- 企画課

⑦産学・医
工連携によ
る圏域経済
活性化事業

○中海・宍道湖・大山圏域には、島
根大学、鳥取大学医学部をはじめ
とした高等教育機関があり、当該
大学等の存在は、産業振興、地域
医療、雇用の創出、地元企業への
就職など、地域活性化に重要な役
割を果たしており、貴重な地域資源
です。大学等の研究、技術開発能
力や優秀な学生の育成は、圏域の
産業界にとって貴重な財産です。ま
た、圏域の企業との共同研究開発
や企業からの調査・治験（医薬品
や医療機器の製造販売に関し法令
上の承認を得るために行われる臨
床試験）の委託など、大学等と地元
企業との結びつきの強化も重要で
す。

⇒県境を越えた大学等と圏域企業
との産学連携や学生の圏域内企
業への就職、さらには圏域企業と
医学従事者との医工連携など、産
業振興、雇用創出、若者定着を促
進する取組を圏域が一体となって
実施し、圏域経済の活性化と大学
等の発展を図ります。

地方創生推進交付金を活用し、
圏域の産学・医工連携を推進す
る事業に取り組んだ。
平成28年度は平成29年度から
の事業本格実施に向け､「①圏
域における現状の取組調査、②
課題の抽出、 ③課題解決のた
めの支援体制整備、④支援事
業内容の検討、⑤期待する効
果｣の調査・研究、検討を行い、
報告書にまとめた。

- 企画課

- 企画課⑧中海・宍
道湖・大山
圏域ものづく
り産業振興
プロジェクト

○中海・宍道湖・大山圏域の製造
品出荷額は、約９，５００億円と山
陰両県の６割近くを占めており、製
造業の事務所・従事者数でも両県
の半分を占めています。本圏域に
は、国内市場のトップクラスのシェ
アを有する企業も存在し、地域ごと
に特色ある産業集積が存在してい
ます。しかしながら、その大半が中
小零細企業であるがゆえ、新商品
開発や取引先開拓など積極的な企
業活動に取り組めていない状況に
あります。圏域内事業所には、優
れた製品・技術や開発力を有する
企業も数多く存在しますが、そうし
た企業情報の共有化や圏域内に
おける企業間連携が十分活かされ
ていない状況があります。

⇒企業間連携の基礎とするため、
総合商社等のネットワークや地元
金融機関等の圏域内ネットワーク
で組織する専門調査チームを編成
し、圏域内企業のデータベースを
質・量ともに充実させ、圏域内外の
企業間のビジネスマッチングの強
化や、企業間のサプライチェーン
（複数の企業間での統合的な物
流）の構築により圏域内における
資金循環を促進していきます。さら
に、本圏域の強みである産業集
積・技術力をパッケージ化し、圏域
外の企業にわかりやすくＰＲするこ
とでビジネスマッチングの機会を増
加し、圏域内のものづくり産業の振
興を図ります。また、外貨獲得のた
め、圏域内のコネクターハブ企業
への支援を行い、圏域内ものづくり
産業を活性化させます。

※「コネクターハブ企業」とは、地域
の中で取引が集中しており（取引関
係の中心となっているハブの機
能）、地域外とも取引を行っている
（他地域と取引をつなげているコネ
クターの機能）企業。

圏域のものづくり産業振興プロ
ジェクトとして、次の事業を実施
した。
①「圏域ものづくり.net」の登録
企業数及び閲覧数等の増加に
向け掲載企業情報を充実させ、
圏域内外の企業へ向けた情報
発信を強化した。

②11月16日くにびきメッセ（松江
市）を会場としビジネスマッチン
グ（商談会・名刺交換会）を開
催。圏域外企業を招致し、圏域
内企業の販路拡大、共同開発、
業務提携等の促進につなげた。
・エントリー企業数：381社（前年
度369社）うち製造業211社（前
年度207社）
（境港２３社、米子１１７社、松江
７１社、出雲５４社、安来１９社、
大山９社、圏域外８８社）
・商談件数：４５６件（前年度５２
８件）
・商談・展示参加企業数：236社
（前年度265社）うち製造業127
社（前年度137社）
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取組内容 ＫＰＩの実績 評価区分 見直し等の方向性 取組内容 ＫＰＩの実績

所管課
施策

(参考）平成２７年度
政策分野
施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

⑩ＥＶなどの
エネルギー
利用

○EV（電気自動車）の普及啓発
は、大気中への二酸化炭素排出の
削減を図ることができます。一方
で、ＥＶで長距離を移動する場合
は、外部電力による充電が必要と
なるため、充電ポイントの周知等を
図っていく必要があります。

⇒自然と調和した環境に優しい圏
域を構築するため、二酸化炭素を
排出しないEVの普及啓発や利用
促進など、低炭素社会の実現に向
けた取組を進めます。具体的に
は、この圏域の特徴である豊かな
自然環境に配慮したEVレンタカー
の観光利用を促進し、観光客の増
加及びEVの普及を図ります。特
に、観光地での走行不能の不安を
解消し、より快適に観光時間をうま
く利用した充電、周遊ができるよう
にするため充電ポイントの周知を
行います。

ＥＶ急速充電器設置状況を確認
し、ホームページのマップの
データを更新した。
（参考）
平成２８年度新規設置箇所（圏
域内）：２箇所

EV急速充電器マップの更新
印刷部数：10,000部
圏域の道の駅及びサービスエリ
アに設置した。

企画課
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- 企画課-

⑨自然環境
豊かな中海・
宍道湖の活
用プロジェク
ト

○中海・宍道湖・大山圏域には、ラ
ムサール条約に登録されている中
海、宍道湖があり、平成２７年度に
登録１０周年を迎えます。中海・宍
道湖にはラムサール条約登録の基
準を大きく上回る鳥類の飛来があ
り、西日本最大の鳥類越冬地であ
るにもかかわらず、自然環境の豊
かさや魅力が圏域内外に広く伝
わっていない状況があります。

⇒バードウォッチングなどラムサー
ル条約登録湿地の中海・宍道湖を
はじめ圏域の特徴ある豊かな自然
環境を活かした事業を展開し、その
豊かさを実感してもらうことで、住み
たくなる、訪ねてみたい圏域づくり
を実現していきます。圏域内外から
の誘客を図るため、初心者でも気
軽にバードウォッチングが楽しめる
ようにスポットを紹介したパンフレッ
トの作成や中海・宍道湖のPRを関
係機関と連携して行うことで、圏域
のイメージアップや交流人口の拡
大を図ります。

地方創生加速化交付金を活用
し、圏域の特徴ある豊かな自然
環境を活かした事業を展開し
た。
①中海・宍道湖　水鳥フォトコン
テストを開催し、名古屋市内等
で作品を展示した。
②バードウォッチングスポットパ
ンフレットを作成した。
③「ウンパくんのスタンプラリー&
宝さがしゲーム」を１月２５日～
３月１５日の期間で実施した。
④中海・宍道湖自然体験クルー
ズ
宍道湖（湖遊館発着）で実施し
た。
⑤中海・宍道湖でのレガッタ大
会（第１回中海・宍道湖全国小
中学生交流レガッタ大会、　中
海・宍道湖レガッタ）開催を支援
した。

- 企画課

⑪ＩＣカードを
核とした地域
活性化

○鳥取・島根の両県は、いわゆる
交通系IＣカード空白地域となって
おり、この圏域においても交通系IＣ
カードの導入は進んでいません。
導入を検討するに当たっては、一
体的な発展、スケールメリット、利
便性の向上等を考慮すれば、圏域
で共通したシステムの導入が考え
られますが、複数の公共交通機関
（交通事業者）が関係し、導入する
範囲やカードシステムなど、圏域で
の一体化には様々な課題が想定さ
れます。また、IＣカードを導入する
ことにより、利用者の移動動線や
消費行動がデータベース化できる
ことから、様々な需要等の掘り起こ
し、公共交通機関のダイヤ設定な
どにもデータを活用することが可能
ですが、圏域において同種のカー
ドを導入している例はなく、行政の
みで実施することも困難です。

⇒当面は、金融機関などの関係機
関と協議・調査等を実施します。
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Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

⑫ロシアへ
の販路拡大
支援

○中海・宍道湖・大山圏域は空と
海の国際定期航路（空：米子－ソ
ウル・米子－香港、海：境港－東海
－ウラジオストク）が就航する北東
アジアへのゲートウェイ（玄関口）
機能を有しています。今後も圏域
内の産業振興の促進を図るため、
この機能を有効に活用する必要が
あります。

⇒環日本海定期貨客船航路で境
港とつながるロシアのウラジオスト
クでのビジネス展開の定着と、さら
なる販路拡大を促進するため、ロ
シアバイヤーを招待して圏域内企
業と事前商談会を開催し、ウラジオ
ストクでの販売促進活動を実施し
ます。

地方創生加速化交付金を活用
し、ロシアへの販路拡大支援を
次のとおり実施した。
①ロシアバイヤー招聘による商
談会の開催（VLマートを招いて
１４社と商談）した。
12月5日　出雲会場　４社参加
12月6日　松江会場　6社参加
12月7日　米子会場　４社参加
②ロシアでの販促活動の実施
・現地アンテナショップにて圏域
商品の販売、観光ＰＲコーナー
の設置した。
③在ウラジオストク総領事館主
催「ジャパンフェスティバル（11
月19日）」、ウラジオストク市内
スーパーマーケット（12月、３月
販促会）での圏域商品の試食即
売、観光ＰＲを行った。

- 企画課

⑬人材育成
の共同化

〇中海・宍道湖・大山圏域市長会
では圏域５市との連携により圏域
の発展に資する様々な取組を行っ
ています。この取組をさらに充実
し、発展につなげるためには、この
圏域の将来を担う行政職員の人材
の育成を図るとともに、圏域経済界
との人的なネットワークを構築して
いくことが必要です。

⇒圏域経済界と人材育成セミナー
「未来創造塾」を共同で開催し、圏
域５市の若手職員を派遣します。

地方創生加速化交付金を活用
し、次のとおり事業を実施した。
〇山陰まんなか未来創造塾の
開催
・山陰まんなか未来創造塾（計4
回）に圏域から行政・経済関係
者が参加し、圏域５市からは若
手職員を派遣（15名）した。
・開催日　第１回・開講式（1月16
日）
講師：東京農業大学教授　木村
俊昭氏
第２回（1月19日）
講師：東京大学大学院教授　ロ
バート・キャンベル氏
第３回（2月10日）
講師：ソニーフィナンシャルホー
ルディングス　取締役会長 井原
勝美氏
第４回・修了式（2月20日）
講師：ＪＲ西日本　取締役会長
真鍋　精志氏

- 企画課
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施策分野

Ｐｌａｎ

ＫＰＩの目標
Ｃｈｅｃｋ

平成２８年度

■圏域への観光入込客
数《年間》
⇒５年後（平成３１年）に
おいて、３，８７０万人（平
成２６年：約２，８６５万
人）

２８，２６５，７４３
人

Ｃ プレ大山開山1300年祭記念
事業やプレ不昧公200年祭
記念事業、プレ山陰デス
ティネーションキャンペーン
など、圏域内における大き
なイベントとタイアップしなが
ら、人口集中地域である三
大都市圏（首都圏、中京
圏、関西圏）をターゲット
に、圏域の魅力・観光資源
を発信することにより、圏域
の認知度向上に努め、三大
都市圏から圏域への観光
誘客を図ることとしている。

２８，４８７，６１３
人

企画課

■圏域での外国人宿泊
客数《年間》
⇒５年後（平成３１年）に
おいて、１１万２千人（平
成２６年：約５万６千人）

９３，５４３人 Ａ 引き続き、海外への観光プ
ロモーションを行うことによ
り、圏域の魅力・観光資源
を海外へ情報発信して、外
国人観光客の更なる増加を
めざす。また、外国人観光
客受入環境整備を推進し
て、来訪者の満足度を高
め、圏域へのリピーター増
加につなげることとしてい
る。

８５，２３５人 企画課

■山陰いいものマルシェ
来場者数《累計》
⇒平成２９年度までに、１
５万人

７８，０００人
※平成２８年度：
３３，０００人（安
来市会場１３，０
００人・出雲市会
場２０，０００人）

Ｂ 引き続き、JR西日本の「山
陰いいもの探県隊プロジェ
クト」と連携し、地域の優れ
た産品や加工品、伝統・文
化など本圏域を中心とする
山陰が誇る「いいもの」を一
体的に情報発信するととも
に、圏域内外の生産者や企
業・団体等とのビジネスマッ
チングにも取組み産品の消
費拡大、生産振興を図るこ
ととしている。

４５，０００人 企画課

■ビジネスマッチング商
談件数《累計》
⇒５年後（平成３１年度）
までに、１，８００件（平成
２４年度～平成２６年度
累計：７６５件）

１，７４９件
※平成２８年度：
４５６件

Ａ 引き続き、圏域内ものづくり
産業の振興を図るため、
「中海・宍道湖・大山圏域も
のづくり連携事業実行委員
会」と連携し、圏域内企業の
産業連携を支援する取り組
みを行うこととしている。

１，２９３件
※平成２７年度：
５２８件

企画課

【中海・宍道湖・大山圏域が連携した地方創生への取組に係るＫＰＩ】
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